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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期

会計期間

自　平成18年
　　５月１日
至　平成18年
　　10月31日

自　平成19年
　　５月１日
至　平成19年
　　10月31日

自　平成20年
　　３月１日
至　平成20年
　　８月31日

自　平成18年
　　５月１日
至　平成19年
　　４月30日

自　平成19年
　　５月１日
至　平成20年
　　２月29日

売上高 (千円) 1,590,3111,227,0492,703,6742,671,6712,915,266

経常損失 (千円) 216,986 223,941 212,087 647,124 482,322

中間(当期)純損失 (千円) 1,265,32098,378 281,4212,676,582508,096

純資産額 (千円) 50,534 89,038△627,943 147,278△325,239

総資産額 (千円) 2,812,3012,391,4271,336,9102,521,2431,730,452

１株当たり純資産額 (円) 6,955.332,298.88△36,555.927,863.57△20,876.56

１株当たり中間(当期)
純損失

(円) 208,902.245,564.6915,918.41395,534.5528,740.13

自己資本比率 (％) 1.5 1.7 △48.3 5.5 △21.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △72,149△275,354△118,454△810,533△465,242

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △761,564△88,502 112,521△254,774△61,370

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 287,432△222,182△291,5651,698,956△388,386

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 369,519 962,762 336,3041,548,801633,802

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
148
（115)

217
（519)

192
（526)

157
（105)

205
（508)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在しますが１株当たり中間（当期）

純損失であるため記載しておりません。

３　第７期は、決算期変更により平成19年５月１日から平成20年２月29日までの10ヶ月間となっております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第６期中 第７期中 第８期中 第６期 第７期

会計期間

自　平成18年
　　５月１日
至　平成18年
　　10月31日

自　平成19年
　　５月１日
至　平成19年
　　10月31日

自　平成20年
　　３月１日
至　平成20年
　　８月31日

自　平成18年
　　５月１日
至　平成19年
　　４月30日

自　平成19年
　　５月１日
至　平成20年
　　２月29日

売上高 (千円) 1,590,311911,488 692,8842,671,6711,377,652

経常損失 (千円) 198,476 214,021 183,741 623,683 451,477

中間(当期)純損失 (千円) 1,246,531121,482 260,2792,686,899525,860

資本金 (千円) 607,0761,361,0761,361,0761,361,0761,361,076

発行済株式総数 (株) 6,079 17,679 17,679 17,679 17,679

純資産額 (千円) 114,605 60,754△603,903 182,237△343,623

総資産額 (千円) 2,873,5591,930,221855,8872,553,3891,336,406

１株当たり純資産額 (円) 18,852.713,436.54△34,159.3710,308.11△19,436.82

１株当たり中間(当期)
純損失

(円) 205,800.076,871.5714,722.55397,059.1929,744.93

１株当たり配当額 (円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 4.0 3.1 △70.6 7.1 △25.7

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
148
(115)

154
(77)

130
(53)

157
(105)

137
(73)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在しますが１株当たり中間（当期）

純損失であるため記載しておりません。

３　第７期は、決算期変更により平成19年５月１日から平成20年２月29日までの10ヶ月間となっております。
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２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。

　FC・直営関連事業セグメントは、当中間連結会計期間より店舗戦略事業セグメントへと名称を変更してお

ります。

　また、主要な関係会社の異動は「３ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　

３ 【関係会社の状況】

当社の親会社であるTRNコーポレーション株式会社及び同社子会社TCVP４号投資事業組合は、平成20年８

月20日付で当社の株式をＥオーナーズ株式会社へ一部売却しております。

　その結果、TRNコーポレーション株式会社およびその親会社である株式会社ハークスレイが当社の親会社

に該当しなくなり、両者は「その他の関係会社」となりました。

　また、TCVP４号投資事業組合が当社の主要株主ではなくなり、新たにＥオーナーズ株式会社が当社の「そ

の他の関係会社」となりました。

　

当中間連結会計期間において、株式会社ジースタイラスの保有株式売却のため、持分法適用関連会社から

除外いたしました。

　

４ 【従業員の状況】　

(1) 連結会社の状況

平成20年８月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

人材関連事業 90   (0)

店舗戦略事業 75 (521)

その他の事業 0   (0)

全社(共通) 27   (5)

合計 192 (526)

(注) １　従業員数は、役員を除く就業人員であります。

２　従業員数の(外書)は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

３　臨時従業員には、パートタイマーを含み、派遣社員を除いております。

４　全社(共通)は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年８月31日現在

従業員数(人) 130(53)

(注)  従業員数は就業人員(役員を除く)であり、臨時雇用者数(パートタイマー・人材会社からの派遣社員)は、当中間

会計期間の平均人員を(外数)で記載しております。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当社グループは、当期より新たな経営体制の下で、『事業の選択と集中』を基本コンセプトとした事業

再建を進めてまいりました。当中間連結会計期間におきましては、不採算事業からの撤退や直営店舗の改

善、全社販管費の削減等を通じて収益改善に努めてまいりました。

その結果、着実なコスト削減を達成してまいりましたが、現時点においては未だ改革途上であり、全社

としての黒字化には到っていない状態であります。

　当社グループの当中間連結会計期間の売上高は2,703百万円(前年同期比1,476百万円増)、営業損失は

196百万円(前年同期比15百万円減)、経常損失は212百万円(前年同期比11百万円減)、中間純損失は281百

万円(前年同期比183百万円増)となりました。

　

当中間連結会計期間における各事業セグメント別の具体的な状況は、次のとおりです。

　

①人材関連事業

■人材派遣事業（プロ店長事業）

プロ店長事業におきましては、案件を個別に精査し原価割れ案件を撤廃することで収益改善に努めて

まいりました。今後は、プロ店長事業を通じて養成された当社の人材と、蓄積されたナレッジを活用して、

投資先企業等の企業全体を再生する「企業再生事業」へとプロ店長事業を進化させることで、更なる利

益の拡大に寄与してまいります。

　

■教育コンサルティング事業、人材採用支援事業

教育コンサルティング事業におきましては、支援先店舗の従業員に対する教育研修やマニュアル開発

を行ってまいりました。また、人材採用支援事業におきましては、顧客企業に対する人材紹介サービスを

行ってまいりました。

　前述の「事業の選択と集中」という経営方針に基づき両事業からは撤退することとし、経営資源をプロ

店長事業、直営店舗運営事業および企業再生事業へと集中させてまいります。

　

当中間連結会計期間における人材関連事業の売上高は256百万円(前年同期比112百万円減)、営業損失

は129百万円(前年同期比55百万円増)になりました。

　

②店舗戦略事業

■フランチャイズ本部事業

「スープカレー『心』」のフランチャイズ本部として、ルーカレー・キーマカレーをはじめとする新

商品を導入し、既存店の抜本的な改善に取り組んでおります。今後も、直営店舗を活用したモデル改善を

推進してまいります。
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■直営店舗運営事業

直営店舗運営事業につきましては、前連結会計年度に引当処理を行った不採算直営店舗については当

中間連結会計期間にて撤退を完了いたしました。また、業態変更や店長の意識改革などを通じて店舗業績

の改善に努めた結果、当中間連結会計期間より全店合計での店舗業績の月次黒字化を達成いたしました。

当社連結子会社である「おたるコーポレーション株式会社」におきましては、平成20年12月25日現在

において41店舗の“おたる寿し”の運営を行っておりますが、平成20年７月より当社プロ店長のチーム

派遣を開始することで、今後の店舗業績の拡大を目指しております。

　

当中間連結会計期間における店舗戦略事業の売上高は2,445百万円(前年同期比1,590百万円増)、営業

損失は68百万円(前年同期比71百万円減)になりました。

　

③その他の事業

顧客企業へのサービスの一環として、各種消耗品の販売代理を行うとともに、子会社である「TCLO投資

事業組合」の投資収益等を計上しております。

　

当中間連結会計期間におけるその他の事業の売上高は２百万円(前年同期比0.7百万円減)、営業利益は

２百万円(前年同期比0.3百万円増)になりました。

　

なお、前連結会計年度において決算期変更をしたことにより、当中間連結会計期間は平成20年３月１日

から平成20年８月31日でありますが、前中間連結会計期間は平成19年５月１日から平成19年10月31日で

あります。
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(2) キャッシュ・フロー

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の中間期末残高は、前連結会計年度の期末残高と比

較して297百万円減少し、336百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、118百万円の支出超過となりまし

た。これは税金等調整前中間純損失282百万円を計上したこと、当中間連結会計期間末日が金融機関の休

日であったため、支払が翌日にずれ込んだことに伴う未払金の増加175百万円、仕入債務の増加123百万

円、売上債権の増加75百万円があったことによるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローは、112百万円の収入超過となりました。これは貸付

金の回収による収入121百万円、店舗撤退に伴う契約の解約による敷金・保証金の払戻収入80百万円、有

形固定資産の取得による支出22百万円等があったことによるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、291百万円の支出超過となりまし

た。これは長期借入金の返済による支出274百万円等があったことによるものであります。
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２ 【受注及び販売の状況】

(1) 受注状況

当中間連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメント 金額(千円) 前年同期増減率(％)

人材関連事業 184,088 △35.4

店舗戦略事業 2,443,143 211.6

その他の事業 1,096 △62.9

合計 2,628,328 145.2

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　セグメント間の取引については相殺消去しております。

３　FC・直営関連事業セグメントは、当中間連結会計期間より店舗戦略事業セグメントへと名称を変更しておりま

す。

４　前連結会計年度において決算期変更をしたことにより、当中間連結会計期間は平成20年３月１日から平成20年

８月31日でありますが、前中間連結会計期間は平成19年５月１日から平成19年10月31日であります。

　

(2) 販売実績

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメント 金額(千円) 前年同期増減率(％)

人材関連事業 256,504 △30.6

店舗戦略事業 2,445,158 186.0

その他の事業 2,011 △27.0

合計 2,703,674 120.3

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　FC・直営関連事業セグメントは、当中間連結会計期間より店舗戦略事業セグメントへと名称を変更しておりま

す。

３　前連結会計年度において決算期変更をしたことにより、当中間連結会計期間は平成20年３月１日から平成20年

８月31日でありますが、前中間連結会計期間は平成19年５月１日から平成19年10月31日であります。
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３ 【対処すべき課題】

①グループ会社との相乗効果の創出

当社連結子会社である「おたるコーポレーション株式会社」をはじめとするグループ各社との間

で、人材やナレッジの交流を促進することにより、グループとしての収益性向上を目指してまいりま

す。

　

②財務体質の改善

当社グループは当中間連結会計期間において、債務超過となっております。当該状況の解消および機

動的な企業経営の実現に向けた資金確保について現在検討を進めております。

　

③内部管理体制の強化

近年の外食業界においては食の安全性に関する問題等が頻発しておりますが、当社としても内部管

理体制を強化し、リスクの把握・コントロール機能の向上に努めてまいります。

　

４ 【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

　

(1) 提出会社

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 国内子会社

当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。

平成20年８月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
その他 合計

おたるコー
ポレーショ
ン㈱

東松山工場
（埼玉県東松山市）

店舗戦略事業 店舗設備 1,186 ― 1,186
1
(16)

直営店
（東京都、埼玉県、神奈
川県、茨城県、千葉
県）

店舗戦略事業 店舗設備 8,87510,46319,339
47
(455)

(注) １　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を(外数)で記載しております。

３　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品の合計であります。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。

　平成20年10月17日開催の定時取締役会にて決議された本社事務所移転に伴い、将来発生が見込まれる原

状回復費用等の移転関連費用について、合理的な見積額を計上しております。詳細については、「第５経

理の状況 １中間連結財務諸表等 （1）中間連結財務諸表 中間連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」及び「第５経理の状況 ２中間財務諸表等 （1）中間財務諸表 中間財務諸表作成のための基

本となる重要な事項」に記載のとおりであります。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,716

計 70,716

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成20年８月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年12月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 17,679 40,804
東京証券取引所
(マザーズ市場)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 17,679 40,804 ― ―

(注) １ 「提出日現在発行数」には、平成20年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法に

基づき発行された転換社債の転換及び新株引受権付社債の権利行使を含む。）により発行された株式数は含

まれておりません。

２  平成20年11月17日を払込期日とするＥオーナーズ㈱、高尾ファンド・ワン㈱、㈱TAIYO及び三井物産企業投資

への第三者割当増資により、発行済株式数は23,125株増加しております。詳細については、「第５経理の状況 

１中間連結財務諸表等 （1）中間連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」及び「第５経理の状況 １中

間財務諸表等 （1）中間財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。
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(2) 【新株予約権等の状況】

第３回新株予約権

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次のと

おりであります。(平成16年５月24日開催の臨時株主総会特別決議)

　
中間会計期間末現在
(平成20年８月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年11月30日)

新株予約権の数　(注) ２ 12個 11個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数　(注) ２ 12株 11株

新株予約権の行使時の払込金額 300,000円 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年６月１日
至　平成23年５月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　  300,000円
資本組入額　150,000円

同左

新株予約権の行使の条件 (注) 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役会
の承認を要します。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　新株予約権の権利行使の条件は次のとおりであります。

(1) 新株予約権者が権利行使をするにあたっては、全部又は一部を行使することができます。ただし、１個の新

株予約権をさらに分割して行使することはできません。

(2) 新株予約権者は、権利行使時において当社の取締役又は従業員である場合に限り新株予約権を行使するこ

とができます。ただし、任期満了による退任、定年退職、グループ企業への転籍による退任・退職その他の正

当な理由があると取締役会が認めた場合は新株予約権を行使することができます。

(3) 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人は新株予約権を行使することができます。ただし、新

株予約権者の相続人が権利行使をする場合の条件は平成16年５月24日開催の臨時株主総会決議及び平成16

年５月24日開催の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約

書」に定めるところによります。

(4) その他の条件は、平成16年５月24日開催の臨時株主総会決議及び平成16年５月24日開催の取締役会決議に

基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによります。

２　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数の減少は、従業員退職に伴う権利放棄によるものであり

ます。
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第４回新株予約権

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次のと

おりであります。(平成17年７月28日開催の定時株主総会特別決議)

　
中間会計期間末現在
(平成20年８月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年11月30日)

新株予約権の数　(注) ２ 42個 40個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数　(注) ２ 42株 40株

新株予約権の行使時の払込金額 812,000円 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年７月29日
至　平成27年７月28日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格 　 812,000円
資本組入額　406,000円

同左

新株予約権の行使の条件 (注) １ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役会
の承認を要します。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　新株予約権の権利行使の条件は次のとおりであります。

(1) 新株予約権者が権利行使をするにあたっては、全部又は一部を行使することができます。ただし、１個の新

株予約権をさらに分割して行使することはできません。

(2) 新株予約権の割当を受けた者(以下「新株予約権者」という。)は、権利行使時において当社及び当社の関係

会社の取締役、監査役及び従業員並びに社外協力者いずれかの地位を保有している場合に限り新株予約権

を行使することができます。ただし、任期満了による退任、定年退職、グループ企業への転籍による退任・退

職その他の正当な理由があると取締役会が認めた場合は新株予約権を行使することができます。

(3) 新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は新株予約権を行使することができます。ただし、(4)に規定

する「新株予約権割当契約書」に定める条件によります。

(4) その他の条件は、本総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによります。

２　新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数の減少は、従業員退職に伴う権利放棄によるものであり

ます。
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第５回新株予約権

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次のと

おりであります。(平成17年７月28日開催の定時株主総会特別決議)

　
中間会計期間末現在
(平成20年８月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年11月30日)

新株予約権の数 86個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 86株 同左

新株予約権の行使時の払込金額 872,000円 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年７月29日
至　平成27年７月28日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　  872,000円
資本組入額　436,000円

同左

新株予約権の行使の条件 (注) 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡は取締役会
の承認を要します。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注)　新株予約権の権利行使の条件は次のとおりであります。

新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。
　

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
　

また、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
　

調整後払込金額＝調整前払込金額×

既発行株式数＋
新株発行(処分)株式数×１株あたり払込金額

１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数
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第６回新株予約権

会社法第236条及び238条の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次のとおりであります。(平成20

年10月30日開催の取締役会決議)

　
中間会計期間末現在
(平成20年８月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年11月30日)

新株予約権の数 ― 100個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 ― 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 ― 10,000株

新株予約権の行使時の払込金額 ― 16,800円

新株予約権の行使期間 ―
自　平成21年１月１日
至　平成23年12月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

―
発行価格　 16,800円
資本組入額　8,400円

新株予約権の行使の条件 ―
新株予約権の一部行使はでき
ない。

新株予約権の譲渡に関する事項 ―

新株予約権の譲渡については
制限を設けない。ただし、譲渡
が行われた場合、速やかに報
告を行うものとする。

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注)　第６回新株予約権は、新株予約権１個につき33,600円で有償発行しております。なお、発行価額はブラックショー

ルズ・モデルによる算定結果を参考にしております。
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第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

平成13年改正旧商法第340条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりでありま

す。(平成17年８月12日開催の取締役会決議)

　
中間会計期間末現在
(平成20年８月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年11月30日)

新株予約権の数　(注) １ 　11個 ４個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数　(注) １ 653株 338個

新株予約権の行使時の払込金額　(注) ２ 842,000円 590,546円

新株予約権の行使期間
自　平成17年９月１日
至　平成21年11月27日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額　(注) ２

発行価格　  842,000円
資本組入額　421,000円

発行価格　  590,546円
資本組入額　295,273円

新株予約権の行使の条件
各新株予約権の一部行使はで
きない。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 ― ―

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

新株予約権付社債の残高　(注) １ 550,000,000円 200,000,000円

(注) １　平成20年10月30日開催の取締役会決議および平成20年11月17日開催の取締役会決議に基づき、第１回無担保転

換社債型新株予約権付社債の買入消却を実行したことにより、新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式

の数、新株予約権付社債の残高に変更が生じております。

２　平成20年11月17日に実行された第三者割当による新株式発行および第６回新株予約権発行の払込完了に伴い、

新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組

入額が調整されております。
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(3) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年３月１日～
平成20年８月31日

─ 17,679 ─ 1,361,076 ─ 1,259,076

(注)　平成20年11月17日を払込期日とする第三者割当増資により、発行済株式総数が23,125株、資本金及び資本準備金が

それぞれ185,000千円増加しております。詳細については、「第５経理の状況 １中間連結財務諸表等 （1）中間

連結財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」及び「第５経理の状況 １中間財務諸表等 （1）中間財務諸表 注

記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。

　

(5) 【大株主の状況】
平成20年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

TRNコーポレーション㈱ 東京都渋谷区渋谷３丁目11―11 6,600 37.33

Ｅオーナーズ㈱
東京都新宿区西新宿６丁目５―１
新宿アイランドタワー12F

5,324 30.11

三井物産企業投資　業務執行組合
員　三井物産企業投資㈱

東京都千代田区大手町１丁目２―１
三井物産㈱　企業投資開発部投資事業室内

534 3.02

㈱スプートニク
東京都新宿区西新宿６丁目５―１
新宿アイランドタワー12F

484 2.74

㈱東広 東京都渋谷区大山町24―13 235 1.33

栗　原　博　彦 東京都文京区 144 0.81

河　原　庸　仁 兵庫県西宮市 136 0.77

リンク・ワン従業員持株会
東京都渋谷区渋谷３丁目27―11
祐真ビル本館５階

128 0.72

高田　貴富 北海道札幌市中央区 119 0.67

株式会社タカダインダストリー 北海道札幌市中央区宮の森１条16丁目２―55 108 0.61

計 ― 13,812 78.13

(注) １　TRNコーポレーション㈱の持分につきましては、平成20年８月20日に1,400株を売却した旨の大量保有報告書の

変更報告書が、平成20年８月22日付で提出されておりますので、上記「大株主の状況」にこれを加味しており

ます。

２　当社第２位の大株主でありましたTCVP４号投資事業組合の持分につきましては、平成20年８月20日に3,600株

全株を売却した旨の大量保有報告書の変更報告書が、平成20年８月22日付で提出されておりますので、上記

「大株主の状況」にこれを加味しております。

３　Eオーナーズ㈱の持分につきましては、平成20年８月20日に5,000株を取得した旨の大量保有報告書の変更報告

書が、平成20年８月26日付(平成20年９月９日付訂正報告書を含む)で提出されておりますので、上記「大株主

の状況」にこれを加味しております。

４　前事業年度末現在主要株主であったTCVP４号投資事業組合　業務執行組合員　株式会社TOKYO Capitalは、当中

間期末では主要株主ではなくなりました。

５　前事業年度末現在主要株主でなかったＥオーナーズ株式会社は、当中間期末では主要株主となっております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成20年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)  普通株式   17,679 17,679
完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準
となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 17,679 ― ―

総株主の議決権 ― 17,679 ―

(注) 上記「完全議決権株式(その他)」のうち証券保管振替機構名義失念株式　　　　　　　　―株

　

② 【自己株式等】
　

該当事項はありません。

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高(円) 98,000 79,900 73,400 52,100 46,000 39,500

最低(円) 72,900 73,100 49,600 39,100 29,500 17,110

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役職の異動は、次のとおりでありま

す。

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役
(管理本部長)

取締役 徳田　征司 平成20年10月17日
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間(平成19年５月１日から平成19年10月31日まで)は、改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)は、改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間(平成19年５月１日から平成19年10月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日まで)は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成19年５月１日から

平成19年10月31日まで)及び前中間会計期間(平成19年５月１日から平成19年10月31日まで)の中間連結財

務諸表及び中間財務諸表については、新日本監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間(平成20

年３月１日から平成20年８月31日まで)及び当中間会計期間(平成20年３月１日から平成20年８月31日ま

で)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、監査法人ウィングパートナーズにより中間監査を受

けております。

　なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。

　　前中間連結会計期間及び前中間会計期間　　新日本監査法人

　　当中間連結会計期間及び当中間会計期間　　監査法人ウィングパートナーズ

　

３　決算期変更について

当社は、平成19年７月27日開催の第６回定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を４月

30日から２月末日に変更いたしました。これに伴い、前中間連結会計期間及び前中間会計期間は平成19年５

月１日から平成19年10月31日まで、当中間連結会計期間及び当中間会計期間は平成20年３月１日から平成

20年８月31日までとなっております。

　

EDINET提出書類

株式会社リンク・ワン(E05404)

半期報告書

19/80



１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

前中間連結会計期間末
(平成19年10月31日)

当中間連結会計期間末
(平成20年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※２ 1,062,762 455,391 733,802

　２　受取手形及び売掛金 109,116 62,779 82,763

　３　たな卸資産 35,867 39,898 42,847

　４　短期貸付金 127,897 ─ 120,426

　５　未収入金 453,539 403,300 294,247

　６　その他 69,816 38,885 40,608

　７　貸倒引当金 △11,834 △32,845 △42,451

　　　流動資産合計 1,847,16477.2 967,40872.4 1,272,24473.5

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1) 建物及び構築物 150,774 91,761 109,293

　　(2) その他 37,382 26,539 24,574

　　　有形固定資産合計 188,1577.9 118,3018.8 133,8687.7

　２　無形固定資産

　　(1) のれん 3,650 ─ ─

　　(2) その他 7,075 375 525

　　　無形固定資産合計 10,7250.5 375 0.0 525 0.0

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 10,012 10,750 8,500

　　(2) 長期前払費用 8,536 1,304 2,978

　　(3) 敷金・保証金 319,181 236,713 305,931

　　(4) その他 107,349 2,057 6,404

　　(5) 貸倒引当金 △99,700 ─ ─

　　　投資その他の資産
　　　合計

345,37914.4 250,82518.8 323,81418.8

　　　固定資産合計 544,26222.8 369,50127.6 458,20726.5

　　　資産合計 2,391,427100.0 1,336,910100.0 1,730,452100.0
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前中間連結会計期間末
(平成19年10月31日)

当中間連結会計期間末
(平成20年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 256,252 329,751 206,152

　２　短期借入金 100,000 100,000 100,000

　３　一年以内償還予定
　　　社債

33,400 33,200 33,400

　４　一年以内返済予定
　　　長期借入金

452,392 305,360 441,192

　５　未払金 280,058 312,439 148,839

　６　未払費用 72,207 76,487 144,333

　７　未払法人税等 8,151 11,220 16,633

　８　前受金 54,907 51,181 ─

　９　店舗撤退損失引当金 ─ ─ 27,817

　10　事業改革損失引当金 ─ 20,000 ─

　11　本社移転費用引当金　 ─ 13,000 ─

　12　その他 69,204 56,288 127,772

　　　流動負債合計 1,326,57455.5 1,308,92897.9 1,246,14072.0

Ⅱ　固定負債

　１　社債 583,200 550,000 566,500

　２　長期借入金 341,456 64,200 203,152

　３　負ののれん ─ 3,481 1,904

　４　その他 51,158 38,244 37,994

　　　固定負債合計 975,81440.8 655,92549.1 809,55146.8

　　　負債合計 2,302,38896.3 1,964,854147.0 2,055,692118.8

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,361,07656.9 1,361,076101.8 1,361,07678.6

　２　資本剰余金 1,259,07652.7 1,259,07694.2 1,259,07672.8

　３　利益剰余金 △2,579,511△107.9 △3,266,425△244.3 △2,989,229△172.7

　　　株主資本合計 40,6411.7 △646,272△48.3 △369,076△21.3

Ⅱ　少数株主持分 48,3962.0 18,3281.3 43,8372.5

　　　純資産合計 89,0383.7 △627,943△47.0 △325,239△18.8

　　　負債・純資産合計 2,391,427100.0 1,336,910100.0 1,730,452100.0
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② 【中間連結損益計算書】

　

前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 1,227,049100.0 2,703,674100.0 2,915,266100.0

Ⅱ　売上原価 1,161,81994.7 2,735,379101.2 3,041,722104.3

　 売上総利益
　 (売上総損失△)

65,2295.3 △31,705△1.2 △126,455△4.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 277,79122.6 165,1466.1 342,84011.8

　 営業損失 212,561△17.3 196,852△7.3 469,295△16.1

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息及び
　　　受取配当金

2,609 1,689 5,277

　２　その他 980 3,5890.3 3,427 5,1170.2 6,239 11,5160.4

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 8,295 4,868 13,187

　２　持分法による
　　　投資損失

6,304 ― 6,509

　３　消費税等差額 ─ 14,926 ─

　４　その他 369 14,9691.2 558 20,3520.7 4,846 24,5430.8

　 経常損失 223,941△18.3 212,087△7.8 482,322△16.5

Ⅵ　特別利益

　１　投資有価証券売却益 111,794 2,000 111,794

　２　貸倒引当金戻入 5,905 8,166 ─

　３　契約解除返戻金 21,000 2,895 21,000

　４　店舗撤退損失引当金
　　　戻入益

─ 13,467 ─

　５　その他 ※３ 16 138,71611.3 10,16736,6961.4 8,423141,2184.8

Ⅶ　特別損失

　１　減損損失 ※２ ― 27,351 89,308

　２　本社移転費用引当金
　　　繰入額

― 13,000 ─

　３　事業改革損失 ― 40,000 ─

　４　事業改革損失引当金
　　　繰入額

― 20,000 ―

　５　店舗撤退損失 6,005 ─ 71,712

　６　投資有価証券評価損 9,067 ─ 9,067

　７　その他 ※４ ― 15,0721.2 6,638106,9894.0 ─ 170,0875.8

　 税金等調整前中間
　　(当期）純損失

100,297△8.2 282,380△10.4 511,192△17.5

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

6,695 6,407 12,515

　　　法人税等還付金 △7,852△1,157△0.1 △2,281 4,1250.2△10,289 2,2260.1

　　少数株主損失 762 0.1 5,0840.2 5,3220.2

　 中間(当期)純損失 98,378△8.0 281,421△10.4 508,096△17.4
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成19年５月１日　至　平成19年10月31日）

　

株主資本
少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年４月30日残高(千円) 1,361,0761,259,076△2,481,132139,020 8,258 147,278

中間連結会計期間中の変動額

　中間純損失 ― ― △98,378 △98,378 ― △98,378

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額(純額)
― ― ― ― 40,138 40,138

中間連結会計期間中の

変動額合計(千円)
― ― △98,378 △98,378 40,138 △58,239

平成19年10月31日残高(千円) 1,361,0761,259,076△2,579,51140,641 48,396 89,038

　

当中間連結会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

　

株主資本
少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成20年２月29日残高(千円) 1,361,0761,259,076△2,989,229△369,076 43,837△325,239

中間連結会計期間中の変動額

　中間純損失 ― ― △281,421△281,421 ― △281,421

　持分法適用会社の減少に伴う

　剰余金増加額
― ― 4,226 4,226 ― 4,226

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額(純額)
― ― ― ― △25,508 △25,508

中間連結会計期間中の

変動額合計(千円)
― ― △277,195△277,195△25,508△302,704

平成20年８月31日残高(千円) 1,361,0761,259,076△3,266,425△646,272 18,328△627,943

　

前連結会計年度（自　平成19年５月１日　至　平成20年２月29日）

　

株主資本
少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年４月30日残高(千円) 1,361,0761,259,076△ 2,481,132139,020 8,258 147,278

連結会計年度中の変動額

　当期純損失 ─ ─ △508,096△508,096 ─ △508,096

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動額(純額)
─ ─ ─ ─ 35,578 35,578

連結会計年度中の変動額合計

(千円)
─ ─ △508,096△508,096 35,578△472,518

平成20年２月29日残高(千円) 1,361,0761,259,076△2,989,229△369,076 43,837△325,239
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
　至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
  至　平成20年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前中間(当期)純損失 △100,297 △282,380 △511,192

　　　減価償却費 19,200 14,845 34,003

　　　のれん償却額 3,289 ─ ─

　　　貸倒引当金の減少額 △5,905 △9,605 △74,108

　　　受取利息及び受取配当金 △2,609 △1,689 △5,277

　　　支払利息 8,295 4,868 13,187

　　　持分法による投資損失 6,304 ― 6,509

　　　固定資産除却損 ― 1,185 ─

　　　減損損失 ― 27,351 89,308

　　　店舗撤退損失 6,005 ― 71,712

　　　投資有価証券評価損 9,067 ― 9,067

　　　固定資産売却益 ― △1,500 △3,036

　　　投資有価証券売却益 △111,794 △2,000 △111,794

　　　契約解除返戻金 △21,000 ― △21,000

　　　売上債権の増減額(△増加) 15,401 △75,711 40,347

　　　たな卸資産の増減額(△増加) 5,136 2,949 △1,843

　　　前払費用の増減額(△増加) △12,657 4,362 9,236

　　　仕入債務の増減額(△減少) △30,979 123,599 △81,079

　　　未払金の増減額(△減少) △53,612 175,685 △218,250

　　　未払費用の増減額(△減少) 1,143 △67,827 72,134

　　　未払消費税等の増減額(△減少) 3,670 △7,379 21,095

　　　前受金の減少額 △42,149 △6,290 △39,585

　　　その他 17,914 △3,620 227,928

　　　　小計 △285,577 △103,157 △472,637

　　　利息及び配当金の受取額 2,609 1,689 5,277

　　　利息の支払額 △8,137 △5,021 △13,122

　　　契約解除返戻金による収入 21,000 ─ 21,000

　　　法人税等の支払額 △13,101 △14,246 △19,354

　　　法人税等の還付金 7,852 2,281 13,594

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー △275,354 △118,454 △465,242
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前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
　至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
  至　平成20年８月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △99,889 △22,037 △135,834

　　　無形固定資産の取得による支出 △2,000 ─ ─

　　　有形固定資産の売却による収入 82,821 1,500 82,821

　　　投資有価証券の売却による収入 31,600 2,000 33,112

　　　新規連結子会社株式の取得による
　　　支出

△27,544 ─ △27,544

　　　関係会社株式の売却による収入 138,700 550 138,700

　　　関係会社株式の取得による支出 ― △10,000 ─

　　　貸付による支出 △308,000 ─ △308,000

　　　貸付金の回収による収入 196,081 121,319 199,953

　　　敷金・保証金への支出 △53,758 △12,812 △54,164

　　　敷金・保証金の解約による収入 6,032 80,229 72,177

　　　リース解約による支出 △46,556 △8,085 △46,556

　　　その他 △5,988 △40,142 △16,035

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △88,502 112,521 △61,370

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　長期借入金の返済による支出 △233,596 △274,784 △383,100

　　　社債の償還による支出 △16,700 △16,700 △33,400

　　　配当金の支払額 △261 △81 △261

　　　少数株主からの払込による収入 30,000 ― 30,000

　　　その他 △1,625 ― △1,625

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △222,182 △291,565 △388,386

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ─

Ⅴ　現金及び現金同等物の
　　増加額(△減少)

△586,039 △297,498 △914,999

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,548,801 633,802 1,548,801

Ⅶ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

※１ 962,762 336,304 633,802
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　

前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

　当社グループは、前連結会計年度に

571,135千円、当中間連結会計期間に

212,561千円と継続的に営業損失を

計上するとともに、前連結会計年度

に810,533千円、当中間連結会計期間

に275,354千円とマイナスの営業

キャッシュフローを計上した結果、

資本の欠損が生じております。

　これにより、当社グループには継続

企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。

　当社グループは、当該状況を解消す

べく、平成19年４月９日に第三者割

当増資を実行し、財務体質の強化を

図りました。また、経営体質の改善を

図るため「新中期経営計画」等を策

定し実現に向けて努力しておりま

す。「新中期経営計画」におきまし

ては、当社グループは「人材関連

サービスを中心とした外食支援企

業」を目指すことを標榜し、業績改

善に向けた事業の再構築を積極的に

推進しております。また、「新中期経

営計画」の達成に向けて、当社グ

ループは親会社となったTRNコーポ

レーション株式会社との間での業務

提携についても積極的に推進してお

ります。同社との間における主たる

業務提携の内容、及び事業再構築の

進展状況は下記のとおりです。
 
①飲食店向け人材関連事業の拡大に

向けた協業

TRNグループは、業務委託型店舗をは

じめとして600店舗を超える飲食店

を管理するとともに、多数の飲食店

の出退店情報を保有しております。

当社グループでは、TRNグループの顧

客構造や出退店情報を活用すること

により、プロ店長派遣・教育コンサ

ルティング・人材紹介などの人材関

連サービスの事業拡大を目指してま

いります。

　当社グループは、連結ベースで平成

19年４月期に571,135千円、平成20年

２月期に469,295千円と継続的に営

業損失を計上するとともに、平成19

年４月期に810,533千円、平成20年２

月期に465,242千円とマイナスの営

業キャッシュフローを計上いたしま

した。また、当中間連結会計期間にお

いても196,852千円の営業損失、

118,454千円のマイナスの営業

キャッシュフローを計上した結果、

連結純資産は△627,943千円となり、

債務超過となっております。

　これにより、当社グループには継続

企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。

　当該状況の解消に向けて、当社グ

ループでは平成20年９月25日付で開

示いたしました「株式会社リンク・

ワン 事業再生方針書」に基づく事

業再建を推進することで収益力の改

善に努めております。

　事業再建計画の骨子は、以下のとお

りであります。
 
①抜本的なコスト削減活動の推進

　当中間連結会計期間におきまして、

外注費・媒体費・採用費などの経費

削減を進めてまいりましたが、今後

も早期黒字化に向けて、本社移転に

よる地代家賃の削減・IT関連費用の

削減・労務費の改善など、抜本的な

コスト削減活動を更に推進してまい

ります。
 
②事業の選択と集中

　当中間連結会計期間におきまして、

不採算事業（教育コンサルティング

事業・人材採用支援事業）から撤退

するとともに、不採算直営店舗の閉

店処理についても完了し、経営資源

をプロ店長事業と直営店舗運営事業

へと集中いたしました。今後は、プロ

店長事業と直営店舗運営事業を通じ

て養成された当社の人材を活用し、

後述の「企業再生事業」を当社の中

核事業として進化させてまいりま

す。

　当社グループは、前連結会計年度に

571,135千円、当連結会計年度に

469,295千円と継続的に営業損失を

計上するとともに、前連結会計年度

に810,533千円、当連結会計年度に

465,242千円とマイナスの営業

キャッシュフローを計上した結果、

債務超過となっております。

　これにより、当社グループには継続

企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。

　当社グループは、当該状況を解消す

べく、平成20年３月７日付で親会社

であるTRNコーポレーション株式会

社の前代表取締役社長の長谷部修を

当社の代表取締役社長とし、『事業

の選択と集中』を基本コンセプトと

した事業再建計画を策定しておりま

す。

　事業再建計画の骨子は、以下のとお

りであります。

 

①不採算直営店舗の早期撤退

当連結会計年度において、プロ店長

の育成のための研修店舗およびフラ

ンチャイズ業態の改善のための旗艦

店舗を除く直営店舗の撤退を進めて

まいりましたが、その早期完了を図

るため、新たに６店舗について当連

結会計年度中に解約処理を行い、直

営店舗運営事業の収益改善を目指し

ております。 
 
②人材派遣事業への経営資源の集中

教育コンサルティング事業や人材紹

介事業、および撤退する直営店舗の

人材を人材派遣事業へと異動し、プ

ロ店長人材として活用するなど、人

材派遣ビジネスへと経営資源を集中

いたします。

　また、今後は、当社およびTRNグルー

プのお取引先をはじめとする外食業

界のお客様に対し、質の高い店舗ス

タッフを派遣する「スタッフ派遣

サービス」についても拡大してまい

ります。
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　 前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

②直営店舗の撤退に向けた協業

当社グループが推進している事業の

再構築の一環として、フランチャイ

ズ業態の旗艦店舗と、プロ店長の研

修店舗を除く直営店舗については、

TRNグループを通じて売却を進めて

おります。当中間期におきましても、

計６店舗をTRNコーポレーション株

式会社の100％子会社である店舗流

通ネット株式会社へと売却いたしま

した。
 
③フランチャイズ本部の機能補完に

関する協業

　TRNグループは繁盛業態の開発・運

営及び多店舗展開を行っており、当

社のフランチャイズ本部事業との高

いシナジーが見込めます。店舗開発、

商品開発などの機能の共有や、繁盛

業態の共同展開などにより、当該事

業における収益拡大を目指してまい

ります。
 
　以上のように、当社グループはTRN

コーポレーション株式会社との提携

関係を強化するとともに、人材関連

事業へと経営資源を集中するなどの

事業の再構築を推進し、収益性の改

善に努めております。

　従いまして、中間連結財務諸表は継

続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を

中間連結財務諸表には反映しており

ません。

③企業再生事業の展開

　企業再生事業とはプロ店長事業を

進化させた事業であり、当社のプロ

店長をチームとして投資先企業の複

数店舗へ派遣することで、投資先の

企業価値を向上し、当社への利益還

元を目指す事業です。まずは、企業再

生事業の第一弾として、当社連結子

会社である「おたるコーポレーショ

ン株式会社」が展開する“おたる寿

し” の売上向上を支援することを

通じて、収益拡大を目指しておりま

す。
 
　また、当社グループは、平成20年11

月17日付にて、当社の事業の将来性

についてご理解頂いた投資家を割当

先とする第三者割当による新株式及

び第６回新株予約権の発行を行いま

した。当社としましては、今回の調達

資金を有効に活用することで、資本

の増強と財務の安定化を実現できる

ものと考えております。また、平成20

年11月において、第１回無担保転換

社債型新株予約権付社債（発行総

額：550,000千円）のうち額面

350,000千円を買入消却（買入消却

益：100,000千円）することで、負債

の圧縮についても実行してまいりま

した。
 
　以上のように、当社グループは、新

たなる再建計画のもとで収益力の改

善に努めるとともに、債務超過の解

消と企業価値の向上に向けた活動を

推進しております。

　従いまして、中間連結財務諸表は継

続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を

中間連結財務諸表には反映しており

ません。

③フランチャイズ業態の改善

　TRNグループの保有する商品開発や

店舗開発に関するノウハウを更に活

用し、メニューの見直しや店舗オペ

レーションの改善等を推進し、既存

店の改善を進めてまいります。
 
④債務超過の解消に向けた資金確保

　当社の再建に向けた資金調達につ

いて、TRNコーポレーション株式会社

が積極的に支援をすることの了解を

得ております。また、当社の上場維持

を前提とした債務超過解消につい

て、TRNコーポレーション株式会社が

全面的に協力ならびに支援をするこ

との了解も得ております。
 
　以上のように、当社グループは、TRN

コーポレーション株式会社との提携

関係を強化するとともに、新たなる

再建計画を策定し、収益力の改善に

努めております。

　従いまして、連結財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を連結財

務諸表には反映しておりません。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

１　連結の範囲に関

する事項

　子会社は、全て連結しており

ます。

連結子会社の数　３社

連結子会社名

　㈱エフ・アンド・エフマネ

ジメント

　TCLO投資事業組合

　おたるコーポレーション㈱

　なお、当中間連結会計期間よ

り、TCLO投資事業組合、おたる

コーポレーション㈱を新たに

連結子会社に含めておりま

す。

　子会社は、全て連結しており

ます。

連結子会社の数　３社

連結子会社名

　㈱エフ・アンド・エフマネ

ジメント

　TCLO投資事業組合

　おたるコーポレーション㈱

　子会社は、全て連結しており

ます。

連結子会社の数　３社

連結子会社名

　㈱エフ・アンド・エフマネ

ジメント

　TCLO投資事業組合

　おたるコーポレーション㈱

　なお、当連結会計年度より、

TCLO投資事業組合及びおたる

コーポレーション㈱を新たに

連結子会社に含めておりま

す。

２　持分法の適用に

関する事項

(1) 関連会社は、全て持分法

を適用しております。

　持分法を適用した関連会社

数　１社

　関連会社名

　㈱ジースタイラス

　　なお、㈱セイインターナ

ショナル、㈱Huge、㈱トラン

シスについては、当中間連

結会計期間に株式を売却し

たことから、持分法適用関

連会社から除外しておりま

す。

(1) 前中間連結会計期間にお

いて持分法適用関連会社で

ありました㈱ジースタイラ

スは、当中間連結会計期間

に株式を売却したことか

ら、持分法適用関連会社か

ら除外しております。

 

 

(1) 関連会社は、全て持分法

を適用しております。

　持分法を適用した関連会社

数　１社

　関連会社名

　㈱ジースタイラス

　　なお、㈱セイインターナ

ショナル、㈱Huge、㈱トラン

シス、については、当連結会

計年度に株式を売却したこ

とから、持分法適用の関係

会社から除外しておりま

す。

(2) 持分法適用会社のうち、

中間決算日が中間連結決算

日と異なる会社について

は、中間連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく財

務諸表を使用しておりま

す。

(2) 　　───── (2) 持分法適用会社のうち、

決算日が連結決算日と異な

る会社については、連結決

算日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用し

ております。

３　連結子会社の中

間決算日(決算

日)に関する事

項

　　連結子会社のうち、㈱エフ

・アンド・エフマネジメン

トの中間決算日は12月31日

であります。

　中間連結財務諸表の作成

にあたっては、中間連結決

算日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用し

ております。

同左 　　連結子会社である、㈱エフ

・アンド・エフマネジメン

トの決算日は６月30日であ

ります。

　連結財務諸表の作成にあ

たっては、連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しておりま

す。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

４　会計処理基準に

関する事項

　(1) 重要な資産の

評価基準及び

評価方法

①有価証券 ①有価証券 ①有価証券

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　時価のないもの
同左

　時価のないもの
同左

　

　

　なお、投資事業有限責任

組合及びそれに類する組

合への出資（金融商品取

引法第２条第２項により

有価証券とみなされるも

の）については、組合契約

に規定される決算報告日

に応じて入手可能な最近

の決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む

方法によっております。

　

②たな卸資産

　商品　　個別法

材料　  最終仕入原価法

貯蔵品  総平均法による

　　　　原価法

②たな卸資産

　商品・仕掛品

　総平均法による原価法

材料

　最終仕入原価法

　ただし、連結子会社は総平

均法による原価法。

貯蔵品

　包材等

　　最終仕入原価法

　その他

　　総平均法による

　　原価法

②たな卸資産

  材料　   最終仕入原価法

貯蔵品   総平均法による

　　     原価法

　(2) 重要な減価償

却資産の減価

償却の方法

①有形固定資産

定率法を採用しておりま

す。

　ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属

設備を除く)は定額法を採

用しております。

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

　　建物　　　８～19年

　　その他　　２～18年

 

①有形固定資産

定率法を採用しておりま

す。

　ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属

設備を除く)は定額法を採

用しております。

　連結子会社である、おたる

コーポレーション㈱は定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

　　建物　　　８～19年

　　その他　　２～10年

①有形固定資産
同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

（会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、当中間連

結会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固

定資産については、改正後の

法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。

　当該変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。

 

（追加情報）

　法人税法の改正（（所得税

法等の一部を改正する法律　

平成19年３月30日　法律第６

号）及び（法人税法施行令

の一部を改正する政令　平成

19年３月30日　政令第83

号））に伴い、当中間連結会

計期間から、平成19年３月31

日以前に取得したものにつ

いては、償却可能限度額まで

償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法に

よっております。

　当該変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。

（会計方針の変更）

　当社及び連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、当連結会

計年度より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資

産については、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法

に変更しております。

　当該変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。

 

②無形固定資産

定額法を採用しておりま

す。

なお、自社利用のソフト

ウエアについては、社内に

おける利用可能期間(主と

して５年)に基づく定額法

を採用しております。

②無形固定資産
同左

②無形固定資産
同左

③長期前払費用

定額法を採用しておりま

す。

③長期前払費用
同左

③長期前払費用
同左

　(3) 重要な引当金

の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

①貸倒引当金
同左

①貸倒引当金
同左

②      ───── ②店舗撤退損失引当金

　店舗の撤退に伴い負担す

ることとなる損失に備える

ため、当該損失発生見込額

を計上しております。

（追加情報）

　当連結会計年度に直営店

舗の閉鎖が決定し、店舗閉

鎖に伴う損失が多額に発生

することが見込まれること

から、当連結会計年度にお

いて店舗閉鎖の意思決定時

に、閉鎖時に合理的に見込

まれる損失額を店舗撤退損

失引当金として計上してお

ります。

　この結果、税金等調整前当

期純損失が27,817千円多く

計上されております。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

③事業改革損失引当金

　事業構造改革の実施に伴

い、今後発生が見込まれる

費用について合理的に見積

もられる金額を事業改革損

失引当金として計上してお

ります。その内容は事業再

建の加速と早期黒字化を達

成するために、事業改革の

一環としてフランチャイズ

本部事業の立て直しに要す

る費用であります。

④本社移転費用引当金

　当社の本社移転に伴い、将

来発生が見込まれる原状回

復費用等の移転関連費用に

ついて、合理的な見積額を

計上しております。

　(4) 重要なリース

　　取引の方法

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

　(5) 重要なヘッジ

　　取引の方法

①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たし

ている金利スワップ取引に

ついては特例処理を行って

おります。

同左 同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

　(ヘッジ手段) 同左 同左

金利スワップ取引

　(ヘッジ対象)

変動金利の借入金利息

③ヘッジ方針

市場相場変動に伴うリス

クの軽減を目的として利用

する方針であります。

③ヘッジ方針
同左

③ヘッジ方針
同左

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段及びヘッジ対

象に関する重要な条件が同

一であり、かつ相場変動又

はキャッシュ・フロー変動

リスクを完全に相殺するも

のと想定されるため、有効

性の判定は省略しておりま

す。

④ヘッジ有効性評価の方法
同左

④ヘッジ有効性評価の方法
同左

　(6) その他中間連

結財務諸表

(連結財務諸

表)作成のた

めの重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理
同左

 

消費税等の会計処理
同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

５　中間連結キャッ

シュ・フロー計

算 書 （ 連 結

キャッシュ・フ

ロー計算書）に

おける資金の範

囲

手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっており

ます。

同左 同左

　

　
表示方法の変更

前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

（中間連結貸借対照表）

　前中間連結会計期間において流動資産の「その他」に

含めて表示しておりました「未収入金」(前中間連結会

計期間　34,813千円)については、資産総額の100分の５

超となったため、当中間連結会計期間より区分掲記して

おります。　

（中間連結貸借対照表）

　前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

「短期貸付金」(当中間連結会計期間　2,680千円)につ

いては、当中間連結会計期間において資産総額の100分

の５以下となったため、流動資産の「その他」に含めて

表示しております。
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追加情報

　

前中間連結会計期間
（自  平成19年５月１日
至  平成19年10月31日）

当中間連結会計期間
（自  平成20年３月１日
至  平成20年８月31日）

前連結会計年度
（自  平成19年５月１日
至  平成20年２月29日）

――――――――――

 

（訴訟の提起について）

１　訴訟の内容及び損害賠償請求金

額

(1) 訴訟の内容

当社の展開するスープカレー

「心」の地域本部である株式会

社ウェブが、過去に当社に支

払ったスープカレー「心」のフ

ランチャイズ権利金について返

還を求めるとともに、店舗の営

業損失や開店費用等の損害賠償

を請求するものであります。

(2) 損害賠償請求金額

１億9,842万80円
 
２　裁判の進捗状況

当社は、平成19年11月15日付で、

大分地方裁判所日田支部（訴状送

達日：平成19年12月６日）におい

て訴訟の提起を受けました。その

後、当社より、契約書に基づく合意

管轄裁判所である東京地方裁判所

への移送の申立てを行い、これが

認められました。

　平成20年12月９日に東京地方裁

判所にて第６回の口頭弁論が開か

れましたが、現段階は、主張のやり

取りを行うに過ぎない段階であ

り、裁判について大きな進捗はご

ざいません。

　

３　今後の見通し

当件は、フランチャイズ店舗の

収益シミュレーション等につい

て、当社が株式会社ウェブに対し

て信義則上の義務に違反したので

はないか等として損害賠償請求を

受けたものでありますが、当社と

しましては、株式会社ウェブに対

して利益を保証する等の書面は存

在しておらず、かつフランチャイ

ズ本部としてこれまで十分な活動

を行ってきており、かかる義務違

反は無いと認識しております。

　そのため、当社としては原告の請

求に応ずる義務はないと考えてお

り、今後裁判で当社の正当性を主

張していく予定であります。

　なお、本訴訟の結果を現時点で予

測することは困難であります。

（訴訟の提起について）

１　訴訟の内容及び損害賠償請求金

額

(1) 訴訟の内容

当社の展開するスープカレー

「心」の地域本部である株式会

社ウェブが、過去に当社に支

払ったスープカレー「心」のフ

ランチャイズ権利金について返

還を求めるとともに、店舗の営

業損失や開店費用等の損害賠償

を請求するものであります。

(2) 損害賠償請求金額

１億9,842万80円
 

２　裁判の進捗状況

当社は、平成19年11月15日付で、

大分地方裁判所日田支部（訴状送

達日：平成19年12月６日）におい

て訴訟の提起を受けました。その

後、当社より、契約書に基づく合意

管轄裁判所である東京地方裁判所

への移送の申立てを行ったとこ

ろ、これが認められ、平成20年４月

22日に東京地方裁判所にて第１回

の口頭弁論が開かれました。

　現段階は、主張のやり取りを行う

に過ぎない段階であり、裁判につ

いて大きな進捗はございません。

　

３　今後の見通し

当件は、フランチャイズ店舗の

収益シミュレーション等につい

て、当社が株式会社ウェブに対し

て信義則上の義務に違反したので

はないか等として損害賠償請求を

受けたものでありますが、当社と

しましては、株式会社ウェブに対

して利益を保証する等の書面は存

在しておらず、かつフランチャイ

ズ本部としてこれまで十分な活動

を行ってきており、かかる義務違

反は無いと認識しております。

　そのため、当社としては原告の請

求に応ずる義務はないと考えてお

り、今後裁判で当社の正当性を主

張していく予定であります。

　なお、本訴訟の結果を現時点で予

測することは困難であります。
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

前中間連結会計期間末
(平成19年10月31日)

当中間連結会計期間末
(平成20年８月31日)

前連結会計年度末
(平成20年２月29日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

62,893千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

79,348千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

68,701千円

※２　担保資産

　　担保に供している資産は次のとお

りであります。

現金及び預金 19,000千円

（支払保証委託に伴う担保差入であ

ります。）

※２　担保資産

　　担保に供している資産は次のとお

りであります。

現金及び預金 19,086千円

（支払保証委託に伴う担保差入であ

ります。）

※２　担保資産

　　担保に供している資産は次のとお

りであります。

現金及び預金 19,000千円

（支払保証委託に伴う担保差入であ

ります。）

※３　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動資産の「その他」

に含めて表示しております。

※３　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。

※３　消費税等の取扱い

―――――

　

(中間連結損益計算書関係)

前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
  至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
  至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年５月１日
  至　平成20年２月29日)

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。

貸倒引当金

繰入額
880千円

役員報酬 29,604千円

従業員給与 52,051千円

旅費交通費 3,852千円

地代家賃 19,847千円

減価償却費 1,398千円

報酬 28,284千円
 

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。

役員報酬 40,914千円

従業員給与 22,054千円

旅費交通費 2,285千円

地代家賃 18,348千円

減価償却費 2,130千円

報酬 22,432千円
 

※１　販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次の

とおりであります。

貸倒引当金

繰入額
26,329千円

役員報酬 53,458千円

従業員給与 45,519千円

地代家賃 31,360千円

減価償却費 2,492千円

報酬 50,177千円

 
※２　減損損失

─────

※２　減損損失

　当中間連結会計期間において、

当社グループは以下の資産につ

いて減損損失を計上しておりま

す。

　

場所 用途 種類
減損損失

(千円)

当社 本社 建物、工具器具 11,666

大阪府 遊休 建物、工具器具 13,968

㈱エフ・ア

ンド・エフ

マネジメン

ト

─ のれん 1,716

合計 27,351

 

※２　減損損失

　当連結会計年度において、当社

グループは以下の資産について

減損損失を計上しております。

　

場所 用途 種類
減損損失

(千円)

東京都 店舗
建物、リース資

産等
7,757

新潟県 店舗 建物、工具器具 20,987

愛知県 店舗 建物、工具器具 36,742

岐阜県 店舗 建物、工具器具 11,882

当社

人材採

用支援

事業

ソフトウエア、

リース資産
7,706

㈱エフ・ア

ンド・エフ

マネジメン

ト

─ のれん 4,232

合計 89,308
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前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
  至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
  至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年５月１日
  至　平成20年２月29日)

　当社グループは、キャッシュ・

フローを生み出す最小単位とし

て、主として店舗を基本単位と

してグルーピングを行ってお

り、共用資産については、本社を

含むより大きな単位でグルーピ

ングしております。また、遊休資

産については当該資産単独でグ

ルーピングを行っております。

　その結果、本社の移転及び事業

所の閉鎖に伴い処分を予定して

いる資産につきまして、減損損

失（25,634千円）として特別損

失に計上しております。

　減損損失の主な内訳は、建物

21,285千円、工具器具4,349千円

であります。

　なお、当資産の回収可能価額は

正味売却価額または使用価値に

より算定しており、正味売却額

は売却事例等を勘案した合理的

見積もりにより評価し、売却や

他への転用が困難な資産は０円

としております。また使用価値

については将来キャッシュ・フ

ローを７％で割り引いて算定し

ております。

　また、一部の連結子会社に係る

のれんについて、株式取得時に

検討した事業計画において当初

想定していた超過収益力が見込

めなくなったことから、未償却

残高を減損損失（1,716千円）

として特別損失に計上しまし

た。

 

　当社グループは、キャッシュ・

フローを生み出す最小単位とし

て、主として店舗を基本単位と

してグルーピングを行ってお

り、遊休資産については当該資

産単独でグルーピングを行って

おります。

　その結果、営業活動から生じる

損益が継続してマイナスである

店舗等について、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（85,076千円）

として特別損失に計上しており

ます。

　減損損失の主な内訳は、建物

65,588千円、工具器具8,915千

円、長期前払費用2,496千円、

リース資産2,700千円、ソフトウ

エア5,375千円であります。

　なお、当資産の回収可能価額は

正味売却価額または使用価値に

より算定しており、正味売却額

は売却事例等を勘案した合理的

見積もりにより評価し、売却や

他への転用が困難な資産は０円

としております。また使用価値

については将来キャッシュ・フ

ローを７％で割り引いて算定し

ております。

　また、一部の連結子会社に係る

のれんについて、株式取得時に

検討した事業計画において当初

想定していた超過収益力が見込

めなくなったことから、未償却

残高を減損損失（4,232千円）

として特別損失に計上しまし

た。

※３　特別利益の「その他」の主な

内訳は以下のとおりでありま

す。

店舗売却益 1,500千円

償却債権取立益 2,404千円

 
※４　特別損失の「その他」の主な

内訳は以下のとおりでありま

す。

IT関連解約損 4,562千円

EDINET提出書類

株式会社リンク・ワン(E05404)

半期報告書

35/80



(中間連結株主資本等変動計算書関係)

　
　

前中間連結会計期間（自　平成19年５月１日　至　平成19年10月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 17,679 ― ― 17,679

　
　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間末
残高
（千円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結
会計期間末

提出会社

平成16年２月18日臨

時株主総会特別決議
普通株式 200 ― ― 200 ―

平成16年５月24日臨

時株主総会特別決議
普通株式 272 ― 94 178 ―

平成17年７月28日定

時株主総会特別決議
普通株式 1,147 ― 438 709 ―

平成17年７月28日定

時株主総会特別決議
普通株式 86 ― ― 86 ―

平成21年11月30日満

期第１回無担保転換

社債型新株予約権付

社債

普通株式 653 ― ― 653 ―

合計 2,358 ― 532 1,826 ―

(注) １　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２　目的となる株式の数の変動事由の概要

　　新株予約権の減少は、権利の消滅によるものであります。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。
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当中間連結会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 17,679 ― ― 17,679

　
　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間末
残高
（千円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当中間連結
会計期間末

提出会社

平成16年２月18日臨

時株主総会特別決議
普通株式 200 ─ 200 ─ ─

平成16年５月24日臨

時株主総会特別決議
普通株式 178 ─ 166 12 ─

平成17年７月28日定

時株主総会特別決議
普通株式 704 ─ 662 42 ─

平成17年７月28日定

時株主総会特別決議
普通株式 86 ─ ─ 86 ─

平成21年11月30日満

期第１回無担保転換

社債型新株予約権付

社債

普通株式 653 ─ ─ 653 ─

合計 1,821 ─ 1,028 793 ─

(注) １　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２　目的となる株式の数の変動事由の概要

新株予約権の減少は、権利消滅によるものです。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。
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前連結会計年度（自　平成19年５月１日　至　平成20年２月29日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 17,679 ─ ─ 17,679

　 　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株) 当連結
会計年度末
残高
（千円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社

平成16年２月18日臨

時株主総会特別決議
普通株式 200 ─ ─ 200 ─

平成16年５月24日臨

時株主総会特別決議
普通株式 272 ─ 94 178 ─

平成17年７月28日定

時株主総会特別決議
普通株式 1,147 ─ 443 704 ─

平成17年７月28日定

時株主総会特別決議
普通株式 86 ─ ─ 86 ─

平成21年11月30日満

期第１回無担保転換

社債型新株予約権付

社債

普通株式 653 ─ ─ 653 ─

合計 2,358 ─ 537 1,821 ─

(注) １　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２　目的となる株式の数の変動事由の概要

　　新株予約権の減少は、権利の消滅によるものであります。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係
(平成19年10月31日現在)

現金及び

預金勘定
1,062,762千円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金
△100,000千円

現金及び

現金同等物
962,762千円

※１　現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係
(平成20年８月31日現在)

現金及び

預金勘定
455,391千円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金
△119,086千円

現金及び

現金同等物
336,304千円

※１　現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

 

(平成20年２月29日現在)
現金及び

預金勘定
733,802千円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金
△100,000千円

現金及び

現金同等物
633,802千円
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(リース取引関係)

　借主側

前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

　１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額
工具、器具

及び備品

(千円)

ソフト

ウェア

(千円)

合計

(千円)

取得価額

相当額
67,44418,98686,430

減価償却

累計額

相当額

42,47014,69357,164

減損損失

累計額

相当額

15,6681,27516,944

中間期末

残高

相当額

9,3053,01712,322

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

　１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額
工具、器具

及び備品

(千円)

ソフト

ウェア

(千円)

合計

(千円)

取得価額

相当額
36,75615,13651,892

減価償却

累計額

相当額

25,63013,46039,090

減損損失

累計額

相当額

4,052 ─ 4,052

中間期末

残高

相当額

7,0721,6758,748

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

　１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額
工具、器具

及び備品

(千円)

ソフト

ウェア

(千円)

合計

(千円)

取得価額

相当額
50,71918,98669,706

減価償却

累計額

相当額

30,73715,32346,060

減損損失

累計額

相当額

9,5381,27510,813

期末残高

相当額
10,4442,38712,831

　２　未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高

　未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 17,495千円

１年超 27,245千円

合計 44,740千円

  　　リース資産減損勘定中間期末残

高

14,198千円

　２　未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高

　未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 9,658千円

１年超 9,229千円

合計 18,888千円

  　　リース資産減損勘定中間期末残

高

2,078千円

　２　未経過リース料期末残高相当額

等及びリース資産減損勘定期末

残高

　未経過リース料期末残高相当

額

１年内 14,022千円

１年超 19,270千円

合計 33,293千円

  　　リース資産減損勘定期末残高

10,236千円

　３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

　支払リース料 13,171千円

　リース資産減損

　勘定の取崩額
2,745千円

　減価償却費

　相当額
9,345千円

　支払利息

　相当額
1,272千円

　３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

　支払リース料 5,488千円

　リース資産減損

　勘定の取崩額
8,157千円

　減価償却費

　相当額
3,778千円

　支払利息

　相当額
374千円

　３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

　支払リース料 20,469千円

　リース資産減損

　勘定の取崩額
4,503千円

　減価償却費

　相当額
16,174千円

　支払利息

　相当額
1,846千円

　４　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定率法によって

おります。

　４　減価償却費相当額の算定方法

同左

　４　減価償却費相当額の算定方法

同左

　５　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

　５　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

　５　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。
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　貸主側

前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（貸主側）

①リース物件の取得価額、減価償却

累計額及び中間期末残高
建物及び

構築物

(千円)

工具、器具

及び備品

(千円)

合計

(千円)

取得価額 20,44613,43233,878

減価償却

累計額
2,8029,64012,443

中間期末

残高
17,6443,79121,435

（貸主側）

①リース物件の取得価額、減価償却

累計額及び中間期末残高
建物及び

構築物

(千円)

工具、器具

及び備品

(千円)

合計

(千円)

取得価額 20,44613,43233,878

減価償却

累計額
3,71010,73914,449

中間期末

残高
16,7362,69219,428

（貸主側）

①リース物件の取得価額、減価償却

累計額及び期末残高
建物及び

構築物

(千円)

工具、器具

及び備品

(千円)

合計

(千円)

取得価額 20,44613,43233,878

減価償却

累計額
3,16610,16313,330

期末残高 17,2793,26820,548

②未経過リース料中間期末残高相当

額

②未経過リース料中間期末残高相当

額

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,600千円

１年超 25,600千円

合計 35,200千円

１年以内 9,600千円

１年超 17,600千円

合計 27,200千円

１年以内 9,600千円

１年超 22,400千円

合計 32,000千円

③受取リース料、減価償却費及び受

取利息相当額

受取リース料 4,800千円

減価償却費 1,397千円

受取利息相当額 3,107千円

③受取リース料、減価償却費及び受

取利息相当額

受取リース料 4,800千円

減価償却費 1,119千円

受取利息相当額 2,692千円

③受取リース料、減価償却費及び受

取利息相当額

受取リース料 8,000千円

減価償却費 2,284千円

受取利息相当額 5,049千円

④利息相当額の算定方法

　　リース料総額と見積残存価額の合

計額からリース物件の購入価額を

控除した額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息

法によっております。

④利息相当額の算定方法
同左

④利息相当額の算定方法
同左
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(有価証券関係)

　

前中間連結会計期間末（平成19年10月31日）

１　時価評価されていない主な有価証券の内容

　

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円)

　その他有価証券

　　非上場株式 10,012

　　　　　　　　　　　計 10,012

　

当中間連結会計期間末（平成20年８月31日）

１　時価評価されていない主な有価証券の内容

　

内容 中間連結貸借対照表計上額(千円)

　その他有価証券

　　①　非上場株式 8,500

　　②　投資事業有限責任組合及び
　　　　それに類する組合への出資

2,250

　　　　　　　　　　　計 10,750

　

前連結会計年度末（平成20年２月29日）

１　時価評価されていない主な有価証券の内容

　

内容 連結貸借対照表計上額(千円)

　その他有価証券

　　非上場株式 8,500

　　　　　　　　　　　計 8,500
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(デリバティブ取引関係)

　

　　　前中間連結会計期間（自　平成19年５月１日　至　平成19年10月31日）

　　　　該当事項はありません。

　　　　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対

　　　象から除いております。

　　　　また、デリバティブ預金は時価評価の必要のない複合金融商品であり、注記の対象から除い　　　　

　　　ております。

　

　　　当中間連結会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

　　　　該当事項はありません。

　　　　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対

　　　象から除いております。

　　　　また、デリバティブ預金は時価評価の必要のない複合金融商品であり、注記の対象から除い　　　　

　　　ております。

　

　　　前連結会計年度（自　平成19年５月１日　至　平成20年２月29日）

　　　　該当事項はありません。

　　　　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対

　　　象から除いております。

　　　　また、デリバティブ預金は時価評価の必要のない複合金融商品であり、注記の対象から除い　　　　

　　　ております。

　

(ストック・オプション等関係)

　

　　　前中間連結会計期間（自　平成19年５月１日　至　平成19年10月31日）

　　　当中間連結会計期間に付与したストック・オプションはありません。

　

　　　当中間連結会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

　　　当中間連結会計期間に付与したストック・オプションはありません。

　　

　　　前連結会計年度（自　平成19年５月１日　至　平成20年２月29日）

　　　当連結会計年度に付与したストック・オプションはありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成19年５月１日　至　平成19年10月31日）

人材関連事業
(千円)

FC・直営関連
事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

369,377854,915 2,7561,227,049 ― 1,227,049

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

― ― 191 191 (191) ―

計 369,377854,915 2,9471,227,240(191)1,227,049

営業費用 443,898994,623 1,0891,439,610 ― 1,439,610

営業利益
又は営業損失(△)

△74,521△139,707 1,858△212,370 (191)△212,561

　
(注) １　事業区分の方法

　　　　 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。　

２　各事業の主な内容

　(1) 人材関連事業………人材派遣事業、人材採用支援事業、教育コンサルティング事業

　(2) FC・直営関連事業…フランチャイズ本部事業、直営店舗運営事業

　(3) その他の事業………消耗品販売代理事業、投資事業等

３　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「重要な減価償却資産の減価償却の方法」に記載のと

おり、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年４月１日以後に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

　

当中間連結会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

人材関連事業
(千円)

店舗戦略事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

256,5042,445,1582,0112,703,674 ─ 2,703,674

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

14,255 ─ 1,134 15,389(15,389) ─

計 270,7592,445,1583,1452,719,063(15,389)2,703,674

営業費用 400,4612,513,324 995 2,914,781(14,255)2,900,526

営業利益
又は営業損失(△)

△129,702△68,165 2,150△195,718(1,134)△196,852

　
(注) １　事業区分の方法

　　　　 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　FC・直営関連事業セグメントは、当期より店舗戦略事業セグメントへと名称を変更しております。

３　各事業の主な内容

　(1) 人材関連事業………人材派遣事業、人材採用支援事業、教育コンサルティング事業

　(2) 店舗戦略事業………フランチャイズ本部事業、直営店舗運営事業

　(3) その他の事業………消耗品販売代理事業、投資事業等

４　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありません。
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前連結会計年度（自　平成19年５月１日　至　平成20年２月29日）

人材関連事業
(千円)

FC・直営関連
事業
(千円)

その他の事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

(1) 外部顧客に
　　対する売上高

534,9912,375,4054,8692,915,266 ─ 2,915,266

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

─ ─ 936 936 (936) ─

計 534,9912,375,4055,8062,916,203(936)2,915,266

営業費用 771,0762,611,7211,7643,384,562 ─ 3,384,562

営業利益
又は営業損失(△)

△236,085△236,315 4,042△468,358 (936)△469,295

　
(注) １　事業区分の方法

　　　　 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な内容

　(1) 人材関連事業………人材派遣事業、人材採用支援事業、教育コンサルティング事業

　(2) FC・直営関連事業…フランチャイズ本部事業、直営店舗運営事業

　(3) その他の事業………消耗品販売代理事業、投資事業等

３　会計方針の変更

　　　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法

の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

　当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

　

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成19年５月１日　至　平成19年10月31日)、当中間連結会計期間(自　平成20

年３月１日　至　平成20年８月31日)及び前連結会計年度(自　平成19年５月１日　至　平成20年２月29日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。

　

【海外売上高】

前中間連結会計期間(自　平成19年５月１日　至　平成19年10月31日)、当中間連結会計期間(自　平成20

年３月１日　至　平成20年８月31日)及び前連結会計年度(自　平成19年５月１日　至　平成20年２月29日)

当社及び連結子会社において、海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり

純資産額
2,298円88銭

１株当たり

純資産額
△36,555円92銭

１株当たり

純資産額
△20,876円56銭

１株当たり

中間純損失金額
5,564円69銭

１株当たり

中間純損失金額
15,918円41銭

１株当たり

当期純損失金額
28,740円13銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

は存在するものの１株当たり中間純

損失であるため記載しておりませ

ん。

同左 　潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、当期純損失の

ため記載しておりません。

（注）１株当たり中間(当期)純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

前中間連結会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前連結会計年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり中間(当期)純損

失金額

中間(当期)純損失

(千円)
98,378 281,421 508,096

普通株主に帰属しない

金額(千円)
― ─ ─

普通株式に係る中間(当

期)純損失(千円)
98,378 281,421 508,096

普通株式の期中平均

株式数(株)
17,679 17,679 17,679

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益の算

定に含めなかった潜在株式

の概要

第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債(額

面総額550,000千円)、第

１回新株予約権(新株予

約権の数200個)、第３回

新株予約権(新株予約権

の数178個)及び第４回

新株予約権(新株予約権

の数709個)並びに第５

回新株予約権(新株予約

権の数86個)。

第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債(額

面総額550,000千円）、

第３回新株予約権(新株

予約権の数12個)及び第

４回新株予約権(新株予

約権の数42個)並びに第

５回新株予約権(新株予

約権の数86個)。

第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債(額

面総額550,000千円)、第

１回新株予約権(新株予

約権の数200個)、第３回

新株予約権(新株予約権

の数178個)及び第４回

新株予約権(新株予約権

の数704個)並びに第５

回新株予約権(新株予約

権の数86個)。
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(重要な後発事象)

　

前中間連結会計期間（自　平成19年５月１日　至　平成19年10月31日）

訴訟について

１　訴訟の内容及び損害賠償請求金額

(1) 訴訟の内容

当社の展開するスープカレー「心」の地区本部である株式会社ウェブが、過去に当社に支払った

スープカレー「心」のフランチャイズ権利金について返還を求めるとともに、店舗の営業損失や開

店費用等の損害賠償を請求するものであります。

(2) 損害賠償請求金額

１億9,842万80円

　

２　裁判の進捗状況

当社は、平成19年11月15日付で、大分地方裁判所日田支部(訴状送達日：平成19年12月６日)において

訴訟の提起を受けました。その後、平成19年12月25日、契約書に基づき、当社より東京地方裁判所への管

轄裁判所の変更を要請いたしました。

現段階は、訴訟が提起されたに過ぎない段階であり、裁判について大きな進捗はございません。

　

３　今後の見通し

当件は、フランチャイズ店舗の収益シミュレーション等について、当社が株式会社ウェブに対して信

義則上の義務に違反したのではないか等として損害賠償請求を受けたものでありますが、当社としま

しては、株式会社ウェブに対して利益を保証する等の書面は存在しておらず、かつフランチャイズ本部

としてこれまで十分な活動を行ってきたと認識しております。

そのため、当社としては原告の請求に応ずる義務はないと考えており、今後裁判で当社の正当性を主

張していく予定であります。

なお、本訴訟の結果を現時点で予測することは困難であります。
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当中間連結会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

Ⅰ　第三者割当増資による新株式及び第６回新株予約権の発行

　

１　発行決議

平成20年10月30日開催の当社取締役会において、第三者割当による新株式及び第６回新株予約権の

発行を決議しました。

　

２　募集の目的及び理由

第三者割当による新株式発行にて調達した資金については有効活用し、負債の圧縮、資本の増強を図

ることで、財務の安定化を図ってまいります。また、第６回新株予約権につきましても、今後の行使によ

り、機動的な資本政策が期待できるものと考えております。

　

３　第三者割当による新株式発行の結果

平成20年11月17日に払込が完了し、一部の払込手続きは完了しましたが、一部失権がございました。

結果は以下のとおりでございます。

① 募集株式の種類及び数 普通株式　23,125株

② 募集株式の払込金額 1株につき16,000円

③ 払込金額の総額 370,000千円（注）

④ 増加する資本金及び資本準備金の額 増加する資本金の額 185,000千円

増加する資本準備金の額 185,000千円

⑤ 募集または割当の方法 第三者割当の方法により、以下の割当先に割り当てる

Ｅオーナーズ株式会社 12,500株

高尾ファンド・ワン株式会社  1,250株

株式会社TAIYO  3,125株

三井物産企業投資  6,250株（注）

（業務執行組合員

　三井物産企業投資株式会社）

⑥ 申込期日 平成20年11月16日

⑦ 払込期日 平成20年11月17日

⑧ 新株券交付日 平成20年11月17日

⑨ 資金の使途 新株予約権付社債の償還および借入金の返済

新株予約権付社債の買入消却

運転資金（販売管理費・店舗経費等）

発行諸費用

（注）三井物産企業投資（業務執行組合員 三井物産企業投資株式会社）に割り当てる6,250株の払込

金額100,000千円につきましては、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の額面150,000千円を

同社から買入れした際の売買代金100,000千円（支払期日：平成20年11月16日）と対当額にて相殺

する方法（当社に対する100,000千円の売買代金債権を現物出資する方法）によります。したがっ

て、金銭による払込はありません。
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４　第三者割当による第６回新株予約権発行の結果

① 新株予約権の名称 株式会社リンク・ワン第６回新株予約権

② 新株予約権の総数 100個

③ 新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり33,600円

④ 新株予約権の払込金額の総額 3,360,000円

⑤
新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価額の総額

171,360,000円

⑥ 新株予約権の割当日及び払込期日 平成20年11月17日

⑦ 新株予約権の割当先 Ｅオーナーズ株式会社

　

Ⅱ　第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の買入消却

　

１　第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の額面200百万円の買入を行うことを、平成20年10月30

日付で、社債権者と合意し、これを償却することを同日の当社取締役会で決議し、実行しました。

１．買入消却銘柄 株式会社リンク・ワン第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

２．買入消却額 200百万円

３．買入消却方法 買入消却額200百万円を以下の２つの方法で買入れることを社債権者
と合意致しました。

①額面50百万円を50百万円で平成20年11月17日に買入消却し
ております。決済は、平成20年11月以降、毎月500万円の分割
払い（利率：年2.5％）によって行う予定であります。

②額面150百万円を100百万円で平成20年11月16日に買入消却
しております。当該売買代金の支払期日は平成20年11月16日
であり、当該売買代金100百万円は、平成20年11月17日払込の
第三者割当増資の際に三井物産企業投資（業務執行組合員　
三井物産企業投資株式会社）が引き受ける6,250株の払込債
務と対当額で相殺する方法（三井物産企業投資の売買債権
を現物出資する方法）により支払っております。

４．消却後残存額面総額 350百万円

　

２　第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の額面150百万円の買入をあらたに行うことを、平成20

年11年17日付で、社債権者と合意し、これを消却することを同日の当社取締役会で決議し、実行しま

した。

１．買入消却銘柄 株式会社リンク・ワン第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

２．買入消却額 150百万円

３．買入消却方法 額面150百万円を100百万円で平成20年11月18日に買入消却しており
ます。

４．消却後残存額面総額 200百万円
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Ⅲ　当社株式の監理銘柄への指定について

　

　　当社は、平成20年10月30日開催の当社取締役会において決議しました第三者割当による新株式発行

について一部失権が発生したことに伴い、収益計画および資金計画の見直し作業を進めることとな

り、金融商品取引法に定める提出期限（平成20年12月１日）までに半期報告書を提出することがで

きませんでした。その結果、当社株式は東京証券取引所の有価証券上場規程施行規則に従い、平成20

年11月28日付で監理銘柄へ指定されることとなりました。

　当社は、当半期報告書を提出することにより、当社株式が監理銘柄から指定解除されるよう努めて

まいります。

　

前連結会計年度（自　平成19年５月１日　至　平成20年２月29日）

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社リンク・ワン(E05404)

半期報告書

50/80



２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

前中間会計期間末

(平成19年10月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※２ 845,765 271,031 569,557

　２　売掛金 109,116 68,560 82,763

　３　たな卸資産 5,655 5,109 11,928

　４　短期貸付金 9,918 2,680 2,652

　５　未収入金 103,373 32,556 20,167

　６　その他 ※３ 51,749 25,360 33,739

　７　貸倒引当金 △11,834 △32,845 △42,451

　　　流動資産合計 1,113,74457.7 372,45143.5 678,35650.7

Ⅱ　固定資産

　(1) 有形固定資産
※１
 

　　 １　建物 130,611 60,477 87,092

　　 ２　その他 27,663 3,487 10,082

　　　有形固定資産合計 158,274 8.2 63,964 7.5 97,174 7.3

　(2) 無形固定資産

　　 １　のれん 7,121 3,165 5,539

　　 ２　その他 7,075 375 525

　　　無形固定資産合計 14,196 0.7 3,540 0.4 6,064 0.5

　(3) 投資その他の資産

　　 １　投資有価証券 ─ 10,750 8,500

　　 ２　関係会社株式 362,000 244,639 344,450

　　 ３　長期前払費用 8,536 1,304 2,978

　　 ４　敷金・保証金 255,808 157,179 192,476

　　 ５　破産更生債権 104,339 ─ ─

　　 ６　その他 13,022 2,057 6,404

　　 ７　貸倒引当金 △99,700 ─ ─

　　　投資その他の資産
　　　合計

644,005 33.4 415,930 48.6 554,810 41.5

　　　固定資産合計 816,47742.3 483,43556.5 658,05049.3

　　　資産合計 1,930,221100.0 855,887100.0 1,336,406100.0
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前中間会計期間末

(平成19年10月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表
(平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 36,849 27,949 31,922

　２　短期借入金 100,000 182,000 100,000

　３　一年以内償還予定
　　　社債

33,400 33,200 33,400

　４　一年以内返済予定
　　　長期借入金

452,392 305,360 441,192

　５　未払金 116,608 105,908 109,765

　６　未払費用 46,657 46,708 33,168

　７　未払法人税等 6,005 8,724 13,195

　８　前受金 54,907 51,181 57,471

　９　店舗撤退損失引当金 ─ ─ 27,817

　10　事業改革損失引当金 ─ 20,000 ─

　11　本社移転費用引当金 ─ 13,000 ─

　12　その他 46,832 21,701 32,836

　　　流動負債合計 893,65246.3 815,73395.3 880,77065.9

Ⅱ　固定負債

　１　社債 583,200 550,000 566,500

　２　長期借入金 341,456 64,200 203,152

　３　その他 51,158 29,858 29,608

　　　固定負債合計 975,81450.6 644,05875.3 799,26059.8

　　　負債合計 1,869,46696.9 1,459,791170.6 1,680,030125.7
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前中間会計期間末

(平成19年10月31日)

当中間会計期間末

(平成20年８月31日)

前事業年度の

要約貸借対照表

(平成20年２月29日)

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

１　資本金 1,361,07670.5 1,361,076159.0 1,361,076101.8

２　資本剰余金

(1) 資本準備金 1,259,076 1,259,076 1,259,076

資本剰余金合計 1,259,07665.2 1,259,076147.1 1,259,07694.2

３　利益剰余金

(1) 利益準備金 2,175 2,175 2,175

(2) その他利益剰余金

別途積立金 130,000 130,000 130,000

繰越利益剰余金 △2,691,573 △3,356,231 △3,095,951

利益剰余金合計 △2,559,398△132.6 △3,224,056△376.7 △2,963,776△221.7

株主資本合計 60,7543.1 △603,903△70.6 △343,623△25.7

純資産合計 60,7543.1 △603,903△70.6 △343,623△25.7

負債・純資産合計 1,930,221100.0 855,887100.0 1,336,406100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 911,488100.0 692,884100.0 1,377,652100.0

Ⅱ　売上原価 937,783102.9 733,312105.8 1,498,144108.7

　 売上総損失 26,295△2.9 40,428△5.8 120,492△8.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 181,66519.9 144,45320.8 323,74223.5

　 営業損失 207,960△22.8 184,882△26.6 444,234△32.2

Ⅳ　営業外収益 ※１ 2,5760.3 6,5570.9 7,9990.5

Ⅴ　営業外費用 ※２ 8,6380.9 5,4160.8 15,2421.1

　 経常損失 214,021△23.5 183,741△26.5 451,477△32.8

VI　特別利益 ※４ 105,70111.6 33,2974.8 108,2037.9

Ⅶ　特別損失 ※5,6 15,0721.7 107,24615.5 183,40413.3

　 税引前中間(当期)
　 純損失

123,392△13.5 257,690△37.2 526,678△38.2

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

5,942 4,870 9,470

　　　法人税等還付金 △7,852△1,9100.2 △ 2,281 2,589△0.4△10,289 △818 0.0

　 中間(当期)純損失 121,482△13.3 260,279△37.6 525,860△38.2
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成19年５月１日　至　平成19年10月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

平成19年４月30日残高(千円)1,361,0761,259,0762,175 130,000△2,570,090△2,437,915182,237182,237

中間会計期間中の変動額

　中間純損失 ― ― ― ― △121,482△121,482△121,482△121,482

中間会計期間中の変動額

合計(千円)
― ― ― ― △121,482△121,482△121,482△121,482

平成19年10月31日残高(千円)1,361,0761,259,0762,175 130,000△2,691,573△2,559,39860,754 60,754

　

当中間会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

平成20年２月29日残高(千円)1,361,0761,259,0762,175 130,000△3,095,951△2,963,776△343,623△343,623

中間会計期間中の変動額

　中間純損失 ─ ─ ─ ─ △260,279△260,279△260,279△260,279

中間会計期間中の変動額

合計(千円)
─ ─ ─ ─ △260,279△260,279△260,279△260,279

平成20年８月31日残高(千円)1,361,0761,259,0762,175 130,000△3,356,231△3,224,056△603,903△603,903

　

前事業年度（自　平成19年５月１日　至　平成20年２月29日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

平成19年４月30日残高(千円)1,361,0761,259,0762,175 130,000△ 2,570,090△ 2,437,915182,237182,237

事業年度中の変動額

　当期純損失 ─ ─ ─ ─ △525,860△525,860△525,860△525,860

事業年度中の変動額合計

(千円)
─ ─ ─ ─ △525,860△525,860△525,860△525,860

平成20年２月29日残高(千円)1,361,0761,259,0762,175 130,000△3,095,951△2,963,776△343,623△343,623
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前中間会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

当社は、前事業年度に571,794千

円、当中間会計期間に207,960千円と

継続的に営業損失を計上した結果、

資本の欠損が生じております。

これにより、当社には継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在して

おります。

当社は、当該状況を解消すべく、平

成19年４月９日に第三者割当増資を

実行し、財務体質の強化を図りまし

た。また、経営体質の改善を図るため

「新中期経営計画」等を策定し実現

に向けて努力しております。「新中

期経営計画」におきましては、当社

は「人材関連サービスを中心とした

外食支援企業」を目指すことを標榜

し、業績改善に向けた事業の再構築

を積極的に推進しております。また、

「新中期経営計画」の達成に向け

て、当社は親会社となったTRNコーポ

レーション株式会社との間での業務

提携についても積極的に推進してお

ります。同社との間における主たる

業務提携の内容、及び事業再構築の

進展状況は下記のとおりです。

①飲食店向け人材関連事業の拡大に

向けた協業

TRNグループは、業務委託型店舗を

はじめとして600店舗を超える飲食

店を管理するとともに、多数の飲食

店の出退店情報を保有しておりま

す。当社では、TRNグループの顧客構

造や出退店情報を活用することによ

り、プロ店長派遣・教育コンサル

ティング・人材紹介などの人材関連

サービスの事業拡大を目指してまい

ります。

当社は、平成19年４月期に571,794

千円、平成20年２月期に444,234千円

と継続的に営業損失を計上いたしま

した。また、当中間会計期間において

も184,882千円の営業損失を計上し、

純資産は△603,903千円となり、債務

超過となっております。

これにより、当社には継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在して

おります。

当該状況の解消に向けて、当社で

は平成20年９月25日付で開示いたし

ました「株式会社リンク・ワン 事

業再生方針書」に基づく事業再建を

推進することで収益力の改善に努め

ております。

　事業再建計画の骨子は、以下のとお

りであります。
 
①抜本的なコスト削減活動の推進

当中間会計期間におきまして、外

注費・媒体費・採用費などの経費削

減を進めてまいりましたが、今後も

早期黒字化に向けて、本社移転によ

る地代家賃の削減・IT関連費用の削

減・労務費の改善など、抜本的なコ

スト削減活動を更に推進してまいり

ます。

　

②事業の選択と集中

当中間会計期間におきまして、不

採算事業（教育コンサルティング事

業・人材採用支援事業）から撤退す

るとともに、不採算直営店舗の閉店

処理についても完了し、経営資源を

プロ店長事業と直営店舗運営事業へ

と集中いたしました。今後は、プロ店

長事業と直営店舗運営事業を通じて

養成された当社の人材を活用し、後

述の「企業再生事業」を当社の中核

事業として進化させてまいります。
 

　当社は、前事業年度に571,794千円、

当事業年度に444,234千円と継続的

に営業損失を計上した結果、債務超

過となっております。

　これにより、当社には継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在してお

ります。

　当社は、当該状況を解消すべく、平

成20年３月７日付で親会社である

TRNコーポレーション株式会社の前

代表取締役社長の長谷部修を当社の

代表取締役社長とし、『事業の選択

と集中』を基本コンセプトとした事

業再建計画を策定しております。

　事業再建計画の骨子は、以下のとお

りであります。

 

①不採算直営店舗の早期撤退

当期において、プロ店長の育成の

ための研修店舗およびフランチャイ

ズ業態の改善のための旗艦店舗を除

く直営店舗の撤退を進めてまいりま

したが、その早期完了を図るため、新

たに６店舗について当期中に解約処

理を行い、直営店舗運営事業の収益

改善を目指しております。

 

②人材派遣事業への経営資源の集中

教育コンサルティング事業や人材

紹介事業、および撤退する直営店舗

の人材を人材派遣事業へと異動し、

プロ店長人材として活用するなど、

人材派遣ビジネスへと経営資源を集

中いたします。

　また、今後は、当社およびTRNグルー

プのお取引先をはじめとする外食業

界のお客様に対し、質の高い店舗ス

タッフを派遣する「スタッフ派遣

サービス」についても拡大してまい

ります。
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　 前中間会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

②直営店舗の撤退に向けた協業

当社が推進している事業の再構築

の一環として、フランチャイズ業態

の旗艦店舗と、プロ店長の研修店舗

を除く直営店舗については、TRNグ

ループを通じて売却を進めておりま

す。当中間期におきましても、計６店

舗をTRNコーポレーション株式会社

の100％子会社である店舗流通ネッ

ト株式会社へと売却いたしました。

③フランチャイズ本部の機能補完に

関する協業

TRNグループは繁盛業態の開発・

運営及び多店舗展開を行っており、

当社のフランチャイズ本部事業との

高いシナジーが見込めます。店舗開

発、商品開発などの機能の共有や、繁

盛業態の共同展開などにより、当該

事業における収益拡大を目指してま

いります。以上のように、当社はTRN

コーポレーション株式会社との提携

関係を強化するとともに、人材関連

事業へと経営資源を集中するなどの

事業の再構築を推進し、収益性の改

善に努めております。

従いまして、中間財務諸表は継続

企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を中間

財務諸表には反映しておりません。

③企業再生事業の展開

企業再生事業とはプロ店長事業を

進化させた事業であり、当社のプロ

店長をチームとして投資先企業の複

数店舗へ派遣することで、投資先の

企業価値を向上し、当社への利益還

元を目指す事業です。まずは、企業再

生事業の第一弾として、当社連結子

会社である「おたるコーポレーショ

ン株式会社」が展開する“おたる寿

し” の売上向上を支援することを

通じて、収益拡大を目指しておりま

す。

　

　また、当社は、平成20年11月17日付

にて、当社の事業の将来性について

ご理解頂いた投資家を割当先とする

第三者割当による新株式及び第６回

新株予約権の発行を行いました。当

社としましては、今回の調達資金を

有効に活用することで、資本の増強

と財務の安定化を実現できるものと

考えております。また、平成20年11月

において、第１回無担保転換社債型

新株予約権付社債（発行総額：

550,000千円）のうち額面350,000千

円を買入消却（買入消却益：

100,000千円）することで、負債の圧

縮についても実行してまいりまし

た。

　

　以上のように、当社は、新たなる再

建計画のもとで収益力の改善に努め

るとともに、債務超過の解消と企業

価値の向上に向けた活動を推進して

おります。

　従いまして、中間財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を中間

財務諸表には反映しておりません。

③フランチャイズ業態の改善

TRNグループの保有する商品開発

や店舗開発に関するノウハウを更に

活用し、メニューの見直しや店舗オ

ペレーションの改善等を推進し、既

存店の改善を進めてまいります。

④債務超過の解消に向けた資金確保

当社の再建に向けた資金調達につ

いて、TRNコーポレーション株式会社

が積極的に支援をすることの了解を

得ております。また、当社の上場維持

を前提とした債務超過解消につい

て、TRNコーポレーション株式会社が

全面的に協力ならびに支援をするこ

との了解も得ております。

　

　以上のように、当社は、TRNコーポ

レーション株式会社との提携関係を

強化するとともに、新たなる再建計

画を策定し、収益力の改善に努めて

おります。

　従いまして、財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このよ

うな重要な疑義の影響を財務諸表に

は反映しておりません。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

１　資産の評価基準

及び評価方法

(1) 有価証券

　　子会社株式及び関連会社株

式

　　　移動平均法による原価法

(1) 有価証券

　　子会社株式及び関連会社株

式
同左

(1) 有価証券

　　子会社株式及び関連会社株

式
同左

　　その他有価証券

　　　時価のないもの

　　 　移動平均法による 原価

法

　　その他有価証券

　　　時価のないもの
同左

 
　　なお、投資事業有限責任組

合及びそれに類する組合へ

の出資（金融商品取引法第

２条第２項により有価証券

とみなされるもの）につい

ては、組合契約に規定され

る決算日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取

り組む方法によっておりま

す。

　　その他有価証券

　　　時価のないもの
同左

(2) たな卸資産

材料 最終仕入原価法

貯蔵品

 

総平均法による

原価法

(2) たな卸資産
同左

(2) たな卸資産
同左

２　固定資産の減価

償却の方法

(1) 有形固定資産

　　定率法を採用しておりま

す。

 　 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属

設備を除く)については、定

額法によっております。

　　なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物 ８～19年

工具、器具

及び備品
２～18年

(1) 有形固定資産

　　定率法を採用しておりま

す。

 　 ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物(附属

設備を除く)については、定

額法によっております。

　　なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物 ８～19年

工具、器具

及び備品
２～10年

(1) 有形固定資産
同左

 

 

（会計方針の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴

い、当中間会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得した

有形固定資産については、改

正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しておりま

す。

　当該変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。

（追加情報）

　法人税法の改正（（所得税

法等の一部を改正する法律　

平成19年３月30日　法律第６

号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令　平成19

年３月30日　政令第83号））

に伴い、当中間会計期間から、

平成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却可

能限度額まで償却が終了した

翌年から５年間で均等償却す

る方法によっております。

　当該変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。

（会計方針の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴

い、当事業年度より、平成19年

４月１日以降に取得した有形

固定資産については、改正後

の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。

　当該変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

(2) 無形固定資産

　　定額法を採用しておりま

す。

　　なお、自社利用のソフトウ

エアについては、社内にお

ける利用可能期間(主とし

て５年)に基づく定額法を

採用しております。

(2) 無形固定資産
　　　　　同左

(2) 無形固定資産
　　　　　同左

(3) 長期前払費用

　　定額法を採用しておりま

す。

(3) 長期前払費用
同左

(3) 長期前払費用
同左

３　引当金の計上基

準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。

①貸倒引当金
同左

①貸倒引当金
同左

②　　　─────

 
②店舗撤退損失引当金

　店舗の撤退に伴い負担する

こととなる損失に備えるた

め、当該損失発生見込額を計

上しております。

（追加情報）

　当事業年度に直営店舗の閉

鎖が決定し、店舗閉鎖に伴う

損失が多額に発生することが

見込まれることから、当事業

年度において店舗閉鎖の意思

決定時に、閉鎖時に見込まれ

る損失額を店舗撤退損失引当

金として計上しております。

　この結果、税引前当期純損失

が27,817千円増加しておりま

す。

③事業改革損失引当金

　事業構造改革の実施に伴い、

今後発生が見込まれる費用に

ついて合理的に見積もられる

金額を事業改革損失引当金と

して計上しております。その

内容は、事業再建の加速と早

期黒字化を達成するために、

事業改革の一環としてフラン

チャイズ本部事業の立て直し

に要する費用であります。
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項目
前中間会計期間

(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

④本社移転費用引当金

　本社移転に伴い、将来発生が

見込まれる原状回復費用等の

移転関連費用について、合理

的な見積額を計上しておりま

す。

４　リース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

同左 同左

５　ヘッジ会計の方

法

(1) ヘッジ会計の方法

　　特例処理の要件を満たして

いる金利スワップについて

は特例処理を行っておりま

す。

(1) ヘッジ会計の方法
同左

(1) ヘッジ会計の方法
同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　①ヘッジ手段

　　…金利スワップ取引

　　②ヘッジ対象

　　…変動金利の借入金

　　　利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

(3) ヘッジ方針

　　市場相場変動に伴うリスク

の軽減を目的として利用す

る方針であります。

(3) ヘッジ方針
同左

(3) ヘッジ方針
同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法

　　ヘッジ手段及びヘッジ対象

に関する重要な条件が同一

であり、かつ相場変動又は

キャッシュ・フロー変動リ

スクを完全に相殺するもの

と想定されるため、有効性

の判定は省略しておりま

す。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
同左

(4) ヘッジ有効性評価の方法
同左

６　その他中間財務

諸表(財務諸表)作

成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理
同左

消費税等の会計処理
同左
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表示方法の変更

前中間会計期間
(自　平成19年５月１日
　至　平成19年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
　至　平成20年８月31日)

（中間貸借対照表）

　前中間会計期間において流動資産の「その他」に含め

て表示しておりました「未収入金」(前中間会計期間　

34,813千円)については、資産総額の100分の５超となっ

たため、当中間会計期間より区分掲記しております。

　前中間会計期間において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「破産更生債権」(前

中間会計期間　72,326千円)については、資産総額の100

分の５超となったため、当中間会計期間より区分掲記し

ております。

（中間貸借対照表）

　前中間会計期間において固定資産の「その他」に含め

て表示しておりました「投資有価証券」(前中間会計期

間　10,012千円)については、重要性が増したため、当中

間会計期間より区分掲記しております。
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追加情報

　

前中間会計期間
（自  平成19年５月１日
至  平成19年10月31日）

当中間会計期間
（自  平成20年３月１日
至  平成20年８月31日）

前事業年度
（自  平成19年５月１日
至  平成20年２月29日）

―――――――――― （訴訟の提起について）

１　訴訟の内容及び損害賠償請求金

額

(1) 訴訟の内容

当社の展開するスープカレー

「心」の地域本部である株式会

社ウェブが、過去に当社に支

払ったスープカレー「心」のフ

ランチャイズ権利金について返

還を求めるとともに、店舗の営

業損失や開店費用等の損害賠償

を請求するものであります。

(2) 損害賠償請求金額

１億9,842万80円
 
２　裁判の進捗状況

当社は、平成19年11月15日付で、

大分地方裁判所日田支部（訴状送

達日：平成19年12月６日）におい

て訴訟の提起を受けました。その

後、当社より、契約書に基づく合意

管轄裁判所である東京地方裁判所

への移送の申立てを行い、これが

認められました。

　平成20年12月９日に東京地方裁

判所にて第６回の口頭弁論が開か

れましたが、現段階は、主張のやり

取りを行うに過ぎない段階であ

り、裁判について大きな進捗はご

ざいません。

　

３　今後の見通し

当件は、フランチャイズ店舗の

収益シミュレーション等につい

て、当社が株式会社ウェブに対し

て信義則上の義務に違反したので

はないか等として損害賠償請求を

受けたものでありますが、当社と

しましては、株式会社ウェブに対

して利益を保証する等の書面は存

在しておらず、かつフランチャイ

ズ本部としてこれまで十分な活動

を行ってきており、かかる義務違

反は無いと認識しております。

　そのため、当社としては原告の請

求に応ずる義務はないと考えてお

り、今後裁判で当社の正当性を主

張していく予定であります。

　なお、本訴訟の結果を現時点で予

測することは困難であります。

（訴訟の提起について）

１　訴訟の内容及び損害賠償請求金

額

(1) 訴訟の内容

当社の展開するスープカレー

「心」の地域本部である株式会

社ウェブが、過去に当社に支

払ったスープカレー「心」のフ

ランチャイズ権利金について返

還を求めるとともに、店舗の営

業損失や開店費用等の損害賠償

を請求するものであります。

(2) 損害賠償請求金額

１億9,842万80円
 

２　裁判の進捗状況

当社は、平成19年11月15日付で、

大分地方裁判所日田支部（訴状送

達日：平成19年12月６日）におい

て訴訟の提起を受けました。その

後、当社より、契約書に基づく合意

管轄裁判所である東京地方裁判所

への移送の申立てを行ったとこ

ろ、これが認められ、平成20年４月

22日に東京地方裁判所にて第１回

の口頭弁論が開かれました。

　現段階は、主張のやり取りを行う

に過ぎない段階であり、裁判につ

いて大きな進捗はございません。

　

３　今後の見通し

当件は、フランチャイズ店舗の

収益シミュレーション等につい

て、当社が株式会社ウェブに対し

て信義則上の義務に違反したので

はないか等として損害賠償請求を

受けたものでありますが、当社と

しましては、株式会社ウェブに対

して利益を保証する等の書面は存

在しておらず、かつフランチャイ

ズ本部としてこれまで十分な活動

を行ってきており、かかる義務違

反は無いと認識しております。

　そのため、当社としては原告の請

求に応ずる義務はないと考えてお

り、今後裁判で当社の正当性を主

張していく予定であります。

　なお、本訴訟の結果を現時点で予

測することは困難であります。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成19年10月31日)

当中間会計期間末
(平成20年８月31日)

前事業年度末
(平成20年２月29日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

62,142千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

73,213千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

66,179千円

※２　担保資産

　　担保に供している資産は次のとお

りであります。

現金及び預金 19,000千円

（支払保証委託に伴う担保差入であ

ります。）

※２　担保資産
同左

※２　担保資産
同左

 ※３　消費税等の取扱い　　 

　　仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動資産の「その

他」に含めて表示しております。

 ※３　消費税等の取扱い

　　仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。

 ※３　消費税等の取扱い
―――――

　

(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 2,206千円

受取配当金 340千円

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 1,398千円

投資事業組合

運用益
2,678千円

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 4,558千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 8,295千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 4,868千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 13,187千円

　３　減価償却実施額

有形固定資産 10,147千円

無形固定資産 4,673千円

　３　減価償却実施額

有形固定資産 7,033千円

無形固定資産 2,523千円

　３　減価償却実施額

有形固定資産 16,767千円

無形固定資産 15,245千円

※４　特別利益のうち主要なもの

投資有価証券

売却益
78,780千円

貸倒引当金

戻入益
5,905千円

契約解除返戻金 21,000千円

※４　特別利益のうち主要なもの

貸倒引当金

戻入益
8,166千円

店舗撤退損失

引当金戻入益
13,467千円

※４　特別利益のうち主要なもの

投資有価証券

売却益
78,780千円

※５　特別損失のうち主要なもの

投資有価証券

評価損
9,067千円

店舗撤退損失 6,005千円

※５　特別損失のうち主要なもの

事業改革損失 40,000千円

事業改革損失

引当金繰入額
20,000千円

減損損失 25,634千円

本社移転費用

引当金繰入額
13,000千円

※５　特別損失のうち主要なもの

減損損失 85,076千円

店舗撤退損失 71,712千円
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前中間会計期間

(自　平成19年５月１日

　至　平成19年10月31日)

当中間会計期間

(自　平成20年３月１日

　至　平成20年８月31日)

前事業年度

(自　平成19年５月１日

　至　平成20年２月29日)

※６　減損損失　
─────

※６　減損損失

　当中間会計期間において、当社

は以下の資産について減損損失

を計上しております。

場所 用途 種類
減損損失

(千円)

本社
共用資

産
建物、工具器具 11,666

大阪府 遊休 建物、工具器具 13,968

合計 25,634

　 　当社グループは、キャッシュ・フ

ローを生み出す最小単位とし

て、主として店舗を基本単位と

してグルーピングを行ってお

り、共用資産については、本社を

含む、より大きな単位でグルー

ピングしております。遊休資産

については当該資産単独でグ

ルーピングを行っております。

　その結果、本社の移転及び事業

所の閉鎖に伴い処分を予定して

いる資産につきまして、減損損

失（25,634千円）として特別損

失に計上しております。

　減損損失の主な内訳は、建物

21,285千円、工具器具4,349千円

であります。

　なお、当資産の回収可能価額は

正味売却価額または使用価値に

より算定しており、正味売却額

は売却事例等を勘案した合理的

見積もりにより評価し、売却や

他への転用が困難な資産は０円

としております。また使用価値

については将来キャッシュ・フ

ローを７％で割り引いて算定し

ております。

※６　減損損失

　当事業年度において、当社は以

下の資産について減損損失を計

上しております。

場所 用途 種類
減損損失

(千円)

東京都 店舗
建物、リース資

産等
7,757

新潟県 店舗 建物、工具器具 20,987

愛知県 店舗 建物、工具器具 36,742

岐阜県 店舗 建物、工具器具 11,882

当社

人材採

用支援

事業

ソフトウエア、
リース資産

7,706

合計 85,076

　  　当社は、キャッシュ・フローを

生み出す最小単位として、主と

して店舗を基本単位としてグ

ルーピングを行っており、遊休

資産については当該資産単独で

グルーピングを行っておりま

す。

　その結果、営業活動から生じる

損益が継続してマイナスである

店舗等について、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（85,076千円）

として特別損失に計上しており

ます。

　減損損失の主な内訳は、建物

65,588千円、工具器具8,915千

円、長期前払費用2,496千円、

リース資産2,700千円、ソフトウ

エア5,375千円であります。

　なお、当資産の回収可能価額は

正味売却価額または使用価値に

より算定しており、正味売却額

は売却事例等を勘案した合理的

見積もりにより評価し、売却や

他への転用が困難な資産は０円

としております。また使用価値

については将来キャッシュ・フ

ローを７％で割り引いて算定し

ております。
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(中間株主資本等変動計算書関係)

　

前中間会計期間（自　平成19年５月１日　至　平成19年10月31日）

自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

当中間会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

前事業年度（自　平成19年５月１日　至　平成20年２月29日）

自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社リンク・ワン(E05404)

半期報告書

65/80



(リース取引関係)

　

　借主側

前中間会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

　１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額
工具、器具

及び備品

(千円)

ソフト

ウェア

(千円)

合計

(千円)

取得価額

相当額
67,44418,98686,430

減価償却

累計額

相当額

42,47014,69357,164

減損損失

累計額

相当額

15,6681,27516,944

中間期末

残高

相当額

9,3053,01712,322

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

　１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額
工具、器具

及び備品

(千円)

ソフト

ウェア

(千円)

合計

(千円)

取得価額

相当額
36,75615,13651,892

減価償却

累計額

相当額

25,63013,46039,090

減損損失

累計額

相当額

4,052 ─ 4,052

中間期末

残高

相当額

7,0721,6758,748

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

　１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額
工具、器具

及び備品

(千円)

ソフト

ウェア

(千円)

合計

(千円)

取得価額

相当額
50,71918,98669,706

減価償却

累計額

相当額

30,73715,32346,060

減損損失

累計額

相当額

9,5381,27510,813

期末残高

相当額
10,4442,38712,831

　

　２　未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高

　　　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 17,495千円

１年超 27,245千円

合計 44,740千円

  リース資産減損勘定中間期末残高

14,198千円

　２　未経過リース料中間期末残高相

当額及びリース資産減損勘定中

間期末残高

　　　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 9,658千円

１年超 9,229千円

合計 18,888千円

  リース資産減損勘定中間期末残高

2,078千円

　２　未経過リース料期末残高相当額

及びリース資産減損勘定期末残

高

　　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 14,022千円

１年超 19,270千円

合計 33,293千円

  リース資産減損勘定期末残高

10,236千円

　３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

　支払リース料 13,171千円

　リース資産減損

　勘定の取崩額
2,745千円

　減価償却費

　相当額
9,345千円

　支払利息

　相当額
1,272千円

　３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

　支払リース料 5,488千円

　リース資産減損

　勘定の取崩額
8,157千円

　減価償却費

　相当額
3,778千円

　支払利息

　相当額
374千円

　３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

　支払リース料 20,469千円

　リース資産減損

　勘定の取崩額
4,503千円

　減価償却費

　相当額
16,174千円

　支払利息

　相当額
1,846千円

　４　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定率法によって

おります。

　４　減価償却費相当額の算定方法

同左

　４　減価償却費相当額の算定方法

同左

　５　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

　５　利息相当額の算定方法

同左

　５　利息相当額の算定方法

同左
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貸主側

前中間会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

（貸主側）

①リース物件の取得価額、減価償却

累計額及び中間期末残高
建物及び

構築物

(千円)

工具、器具

及び備品

(千円)

合計

(千円)

取得価額 20,44613,43233,878

減価償却

累計額
2,8029,64012,443

中間期末

残高
17,6443,79121,435

（貸主側）

①リース物件の取得価額、減価償却

累計額及び中間期末残高
建物及び

構築物

(千円)

工具、器具

及び備品

(千円)

合計

(千円)

取得価額 20,44613,43233,878

減価償却

累計額
3,71010,73914,449

中間期末

残高
16,7362,69219,428

（貸主側）

①リース物件の取得価額、減価償却

累計額及び期末残高
建物及び

構築物

(千円)

工具、器具

及び備品

(千円)

合計

(千円)

取得価額 20,44613,43233,878

減価償却

累計額
3,16610,16313,330

期末残高 17,2793,26820,548

②未経過リース料中間期末残高相当

額

②未経過リース料中間期末残高相当

額

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,600千円

１年超 25,600千円

合計 35,200千円

１年以内 9,600千円

１年超 17,600千円

合計 27,200千円

１年以内 9,600千円

１年超 22,400千円

合計 32,000千円

③受取リース料、減価償却費及び受

取利息相当額

受取リース料 4,800千円

減価償却費 1,397千円

受取利息相当額 3,107千円

③受取リース料、減価償却費及び受

取利息相当額

受取リース料 4,800千円

減価償却費 1,119千円

受取利息相当額 2,692千円

③受取リース料、減価償却費及び受

取利息相当額

受取リース料 8,000千円

減価償却費 2,284千円

受取利息相当額 5,049千円

④利息相当額の算定方法

　　リース料総額と見積残存価額の合

計額からリース物件の購入価額を

控除した額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息

法によっております。

④利息相当額の算定方法
同左

④利息相当額の算定方法
同左
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(有価証券関係)

　

前中間会計期間末（平成19年10月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当中間会計期間末（平成20年８月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

前事業年度末（平成20年２月29日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(１株当たり情報)

　

前中間会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり

純資産額
3,436円54銭

１株当たり

純資産額
△34,159円37銭

１株当たり

純資産額
△19,436円82銭

１株当たり

中間純損失金額
6,871円57銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。

１株当たり

中間純損失金額
14,722円55銭

同左

１株当たり

当期純損失金額
29,744円93銭

　潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、当期純損失で

あるため記載しておりません。

（注）１株当たり中間(当期)純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

前中間会計期間
(自　平成19年５月１日
至　平成19年10月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年５月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり中間(当期)

純損失金額

中間(当期)純損失(千円) 121,482 260,279 525,860

普通株主に帰属しない金額

(千円)
 ― ─ ─

普通株式に係る中間

(当期)純損失(千円)
121,482 260,279 525,860

普通株式の期中平均株式数

(株)
17,679 17,679 17,679

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益の算

定に含めなかった潜在株式

の概要

第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債(額

面総額550,000千円)、第

１回新株予約権(新株予

約権の数200個)、第３回

新株予約権(新株予約権

の数178個)及び第４回

新株予約権(新株予約権

の数709個)並びに第５

回新株予約権(新株予約

権の数86個)。

第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債(額

面総額550,000千円)、第

３回新株予約権(新株予

約権の数12個)及び第４

回新株予約権(新株予約

権の数42個)並びに第５

回新株予約権(新株予約

権の数86個)。

第１回無担保転換社債

型新株予約権付社債(額

面総額550,000千円)、第

１回新株予約権(新株予

約権の数200個)、第３回

新株予約権(新株予約権

の数178個)及び第４回

新株予約権(新株予約権

の数704個)並びに第５

回新株予約権(新株予約

権の数86個)。
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(重要な後発事象)

　

前中間会計期間（自　平成19年５月１日　至　平成19年10月31日）

訴訟について

１　訴訟の内容及び損害賠償請求金額

(1) 訴訟の内容

当社の展開するスープカレー「心」の地区本部である株式会社ウェブが、過去に当社に支払った

スープカレー「心」のフランチャイズ権利金について返還を求めるとともに、店舗の営業損失や開

店費用等の損害賠償を請求するものであります。

(2) 損害賠償請求金額

１億9,842万80円

　

２　裁判の進捗状況

当社は、平成19年11月15日付で、大分地方裁判所日田支部(訴状送達日：平成19年12月６日)において

訴訟の提起を受けました。その後、平成19年12月25日、契約書に基づき、当社より東京地方裁判所への管

轄裁判所の変更を要請いたしました。

現段階は、訴訟が提起されたに過ぎない段階であり、裁判について大きな進捗はございません。

　

３　今後の見通し

当件は、フランチャイズ店舗の収益シミュレーション等について、当社が株式会社ウェブに対して信

義則上の義務に違反したのではないか等として損害賠償請求を受けたものでありますが、当社としま

しては、株式会社ウェブに対して利益を保証する等の書面は存在しておらず、かつフランチャイズ本部

としてこれまで十分な活動を行ってきたと認識しております。

そのため、当社としては原告の請求に応ずる義務はないと考えており、今後裁判で当社の正当性を主

張していく予定であります。

なお、本訴訟の結果を現時点で予測することは困難であります。
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当中間会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

Ⅰ　第三者割当増資による新株式及び第６回新株予約権の発行

　

１　発行決議

平成20年10月30日開催の当社取締役会において、第三者割当による新株式及び第６回新株予約権の

発行を決議しました。

　

２　募集の目的及び理由

第三者割当による新株式発行にて調達した資金については有効活用し、負債の圧縮、資本の増強を図

ることで、財務の安定化を図ってまいります。また、第６回新株予約権につきましても、今後の行使によ

り、機動的な資本政策が期待できるものと考えております。

　

３　第三者割当による新株式発行の結果

平成20年11月17日に払込が完了し、一部の払込手続きは完了しましたが、一部失権がございました。

結果は以下のとおりでございます。

① 募集株式の種類及び数 普通株式　23,125株

② 募集株式の払込金額 1株につき16,000円

③ 払込金額の総額 370,000千円（注）

④ 増加する資本金及び資本準備金の額 増加する資本金の額 185,000千円

増加する資本準備金の額 185,000千円

⑤ 募集または割当の方法 第三者割当の方法により、以下の割当先に割り当てる

Ｅオーナーズ株式会社 12,500株

高尾ファンド・ワン株式会社  1,250株

株式会社TAIYO  3,125株

三井物産企業投資  6,250株（注）

（業務執行組合員

　三井物産企業投資株式会社）

⑥ 申込期日 平成20年11月16日

⑦ 払込期日 平成20年11月17日

⑧ 新株券交付日 平成20年11月17日

⑨ 資金の使途 新株予約権付社債の償還および借入金の返済

新株予約権付社債の買入消却

運転資金（販売管理費・店舗経費等）

発行諸費用

（注）三井物産企業投資（業務執行組合員 三井物産企業投資株式会社）に割り当てる6,250株の払込

金額100,000千円につきましては、第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の額面150,000千円を

同社から買入れした際の売買代金100,000千円（支払期日：平成20年11月16日）と対当額にて相殺

する方法（当社に対する100,000千円の売買代金債権を現物出資する方法）によります。したがっ

て、金銭による払込はありません。
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４　第三者割当による第６回新株予約権発行の結果

① 新株予約権の名称 株式会社リンク・ワン第６回新株予約権

② 新株予約権の総数 100個

③ 新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり33,600円

④ 新株予約権の払込金額の総額 3,360,000円

⑤
新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価額の総額

171,360,000円

⑥ 新株予約権の割当日及び払込期日 平成20年11月17日

⑦ 新株予約権の割当先 Ｅオーナーズ株式会社

　

Ⅱ　第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の買入消却

　

１　第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の額面200百万円の買入を行うことを、平成20年10月30

日付で、社債権者と合意し、これを消却することを同日の当社取締役会で決議し、実行しました。

１．買入消却銘柄 株式会社リンク・ワン第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

２．買入消却額 200百万円

３．買入消却方法 買入消却額200百万円を以下の２つの方法で買入れることを社債権者
と合意致しました。

①額面50百万円を50百万円で平成20年11月17日に買入消却し
ております。決済は、平成20年11月以降、毎月500万円の分割
払い（利率：年2.5％）によって行う予定であります。

②額面150百万円を100百万円で平成20年11月16日に買入消却
しております。当該売買代金の支払期日は平成20年11月16日
であり、当該売買代金100百万円は、平成20年11月17日払込の
第三者割当増資の際に三井物産企業投資（業務執行組合員　
三井物産企業投資株式会社）が引き受ける6,250株の払込債
務と対当額で相殺する方法（三井物産企業投資の売買債権
を現物出資する方法）により支払っております。

４．消却後残存額面総額 350百万円

　

２　第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の額面150百万円の買入をあらたに行うことを、平成20

年11年17日付で、社債権者と合意し、これを消却することを同日の当社取締役会で決議し、実行しま

した。

１．買入消却銘柄 株式会社リンク・ワン第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

２．買入消却額 150百万円

３．買入消却方法 額面150百万円を100百万円で平成20年11月18日に買入消却しており
ます。

４．消却後残存額面総額 200百万円
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Ⅲ　当社株式の監理銘柄への指定について

　

　　当社は、平成20年10月30日開催の当社取締役会において決議しました第三者割当による新株式発行

について一部失権が発生したことに伴い、収益計画および資金計画の見直し作業を進めることとな

り、金融商品取引法に定める提出期限（平成20年12月１日）までに半期報告書を提出することがで

きませんでした。その結果、当社株式は東京証券取引所の有価証券上場規程施行規則に従い、平成20

年11月28日付で監理銘柄へ指定されることとなりました。

　当社は、当半期報告書を提出することにより、当社株式が監理銘柄から指定解除されるよう努めて

まいります。

　

前事業年度（自　平成19年５月１日　至　平成20年２月29日）

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第７期(自　平成19年５月１日　至　平成20年２月29日)平成20年５月30日関東財務局長に提出

　

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

平成20年５月30日提出の第７期有価証券報告書の訂正報告書を平成20年６月19日関東財務局長に提出。

　

平成19年７月30日提出の第６期有価証券報告書の訂正報告書を平成20年６月19日関東財務局長に提出。

　

平成18年７月31日提出の第５期有価証券報告書の訂正報告書を平成20年６月19日関東財務局長に提出。

　

(3) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表取締役の異動)の規定に基づく臨時報告

書を平成20年３月７日関東財務局長に提出。

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号(訴訟の提起)の規定に基づく臨時報告書を平

成20年３月24日関東財務局長に提出。

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号(親会社の異動)の規定に基づく臨時報告書を

平成20年５月15日関東財務局長に提出。

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号(親会社及び主要株主の異動)の規

定に基づく臨時報告書を平成20年８月15日関東財務局長に提出。

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号(第１回無担保転換社債型新株予約

権付社債の買入)の規定に基づく臨時報告書を平成20年10月30日関東財務局長に提出。

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書

を平成20年11月18日関東財務局長に提出。

　

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号(第１回無担保転換社債型新株予約

権付社債の買入)の規定に基づく臨時報告書を平成20年11月18日関東財務局長に提出。
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(4) 有価証券届出書及びその添付書類

有価証券届出書(新株予約権証券の発行)を平成20年10月30日関東財務局長に提出。

　

有価証券届出書(第三者割当増資)を平成20年10月30日関東財務局長に提出。

　

(5) 有価証券届出書の訂正届出書

平成20年10月30日提出の有価証券届出書(新株予約権証券の発行)の訂正届出書を平成20年11月４日関

東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

平成20年１月25日

株式会社リンク・ワン

取締役会  御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　浜　　田　　正　　継　　㊞

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　荒　　尾　　泰　　則　　㊞

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　河　　野　　　　　明　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社リンク・ワンの平成１９年５月１日から平成２０年２月２９日までの連結会計年

度の中間連結会計期間（平成１９年５月１日から平成１９年１０月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、

すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社リンク・ワン及び連結子会社の平成１９年１０月３１日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１９年５月１日から平成１９年１０月３１日まで）の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

追記情報

　１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間において、営業損失

及びマイナスの営業キャッシュ・フローを継続して計上している。当該状況により継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在している。当該状況に関する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財

務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には

反映していない。

　２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社はフランチャイズ権利金の返還及び営業損失や開店費用

等の損害賠償請求訴訟の提起を受けた。当該訴訟は提起された段階であり、損害の発生可能性は監査報告

書日現在不明であることから、当該訴訟による影響額は中間連結財務諸表に計上されていない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管している。
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独立監査人の中間監査報告書

平成20年12月22日

株式会社リンク・ワン

取締役会  御中

監査法人ウィングパートナーズ

　

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　赤　　坂　　満　　秋　　㊞

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　吉　　野　　直　　樹　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社リンク・ワンの平成20年3月1日から平成21年2月28日までの連結会計年度の中間連結

会計期間（平成20年3月1日から平成20年8月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対

照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場からこの中

間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社リンク・ワン及び連結子会社の平成20年8月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成20年3月1日から平成20年8月31日まで）の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

追記情報

　１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社グループは平成19年4月期に571,135千円、

平成20年2月期に469,295千円と継続して営業損失を計上するとともに、平成19年4月期に810,533千円、平

成20年2月期に465,242千円のマイナスの営業キャッシュ・フローを計上した。また当中間連結会計期間

においても196,852千円の営業損失、118,454千円のマイナスの営業キャッシュ・フローを計上し、連結純

資産は△627,943千円となり、債務超過となっている。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続

企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していな

い。

　２．重要な後発事象に関する注記として以下の事象が記載されている。

（１）平成20年10月30日開催の取締役会において、第三者割当による新株式及び第６回新株予約権の発

行を決議した。新株式発行は平成20年11月17日に払込が完了し、一部の払込手続きは完了したが、一

部は失権した。

（２）第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の額面200百万円の買入を行うことを、平成20年10月30

日付で、社債権者と合意し、これを消却することを同日の取締役会で決議し、実行した。

（３）第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の額面150百万円の買入をあらたに行うことを、平成20

年11月17日付で、社債権者と合意し、これを消却することを同日の取締役会で決議し、実行した。

（４）会社株式は、東京証券取引所の有価証券上場規程施行規則に従い、平成20年11月28日付で監理銘柄

に指定された。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以  上

 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管している。
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独立監査人の中間監査報告書

平成20年１月25日

株式会社リンク・ワン

取締役会  御中
　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　浜　　田　　正　　継　　㊞

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　荒　　尾　　泰　　則　　㊞

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　河　　野　　　　　明　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社リンク・ワンの平成１９年５月１日から平成２０年２月２９日までの第７期事業

年度の中間会計期間（平成１９年５月１日から平成１９年１０月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社リンク・ワンの平成１９年１０月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間（平成１９年５月１日から平成１９年１０月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表

示しているものと認める。

　

追記情報

　１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は当中間会計期間において、営業損失を継

続して計上している。当該状況により継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に関

する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。

　２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社はフランチャイズ権利金の返還及び営業損失や開店費用

等の損害賠償請求訴訟の提起を受けた。当該訴訟は提起された段階であり、損害の発生可能性は監査報告

書日現在不明であることから、当該訴訟による影響額は中間財務諸表に計上されていない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管している。
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独立監査人の中間監査報告書

平成20年12月22日

株式会社リンク・ワン

取締役会  御中
　

監査法人ウィングパートナーズ

　

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　赤　　坂　　満　　秋　　㊞

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　吉　　野　　直　　樹　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられている株式会社リンク・ワンの平成20年3月１日から平成21年2月28日までの第8期事業年度の中間会

計期間（平成20年3月1日から平成20年8月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社リンク・ワンの平成20年8月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成20年3月1日から平成20年8月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。

　

追記情報

　１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は平成19年4月期に571,794千円、平成20年2

月期に444,234千円と継続的に営業損失を計上している。また、当中間会計期間においても184,882千円の

営業損失を計上し、純資産は△603,903千円となり債務超過となっている。当該状況により継続企業の前

提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反

映していない。

　

　２．重要な後発事象に関する注記のとおり以下の事象が記載されている。

（１）平成20年10月30日開催の取締役会において、第三者割当による新株式及び第６回新株予約権の発

行を決議した。新株式発行は平成20年11月17日に払込が完了し、一部の払込手続きは完了したが、一

部は失権した。

（２）第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の額面200百万円の買入を行うことを、平成20年10月30

日付で、社債権者と合意し、これを消却することを同日の取締役会で決議し、実行した。

（３）第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の額面150百万円の買入をあらたに行うことを、平成20

年11月17日付で、社債権者と合意し、これを消却することを同日の取締役会で決議し、実行した。

（４）会社株式は、東京証券取引所の有価証券上場規程施行規則に従い、平成20年11月28日付で監理銘柄

に指定された。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以  上

　
 ※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管している。
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